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序     文 
 

インドネシア共和国の東北インドネシア地域（スラウェシ地域 6 州、マルク地域 2 州）は農水

産物、鉱物資源などの一次産品に大きく依存する経済構造であり、西部他地域との経済格差が拡

大していることから、地域の知の資源である大学を有効活用し、地域のニーズに沿った研究開発

活動や、産業振興を担う能力の高い人材の育成が必要であるとの認識が強まっています。 

こうした背景を受けて、東部インドネシア地域で最大の総合大学であるハサヌディン大学は、

同地域における産業分野の人材育成の中心的機関として積極的役割を果たすことが期待されてお

り、2007 年度には、同国政府の要請に基づき、工学部の新キャンパス建設、教育・研究機材の導

入、教員の留学プログラムをパッケージとした有償資金協力（円借款）事業「ハサヌディン大学

工学部整備事業」が開始されました。 

同工学部が、新たに建設されるキャンパスや教育・研究機材をもって地域ニーズに合った研究

能力を強化し、また能力のある人材を育成・輩出するためには、研究を中心としたより実践的な

教育内容を整備する必要があります。そのため、インドネシア共和国政府は、教育・研究体制の

基盤の強化を目的とした技術協力プロジェクトを日本政府に対して要請し、技術協力プロジェク

ト「ハサヌディン大学工学部強化計画プロジェクト」が 2009 年 2 月より 3 年間の計画で開始され

ました。本プロジェクトは、わが国の工学教育〔実験・実習重視型教育、研究（室）中心教育〕

の特長を取り込みながら、円借款と技術協力の一体的な実施による相乗効果を期待するものです。 

今般、プロジェクトの開始から 2 年が経過したところで、本プロジェクトの目標及び各成果の

達成状況を確認し、今後の活動の方向性について関係者と協議を行うため、調査団を派遣しまし

た。本報告書は、同調査結果を取りまとめたものであり、今後、プロジェクトの終了時までの運

営や、類似プロジェクトに対する教訓として活用されることを願っています。 

最後に、本調査にご協力頂いた内外関係者の方々に深い感謝の意を表するとともに、引き続き

一層のご支援をお願いする次第です。 

 

平成 23 年 4 月 

 

独立行政法人国際協力機構 
人間開発部長 萱島 信子 
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評価調査結果要約表 
 

１．案件の概要 

国名：インドネシア共和国 案件名：ハサヌディン大学工学部強化計画

プロジェクト 

分野：高等教育 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：人間開発部高等・技術教育課 協力金額（2010 年度末時点）：1.04 億円 

 

協力期間 

（R/D）：2009 年 2 月～2012 年 1 月 先方関係機関：ハサヌディン大学工学部 

日本側協力機関：九州大学、豊橋技術科学

大学、広島大学、熊本大学 

１－１ 協力の背景と概要 

インドネシア共和国（以下、「インドネシア」と記す）において貧困者層の占める割合が比

較的大きい東北インドネシア地域では、当該地域の特性を生かした開発計画の効果的・効率的

な実施をめざし、地域の大学を拠点とした産学地連携強化や産業振興を担う能力の高い人材の

育成が求められている。東部インドネシア最大の総合大学であるハサヌディン大学（Hasanuddin 

University：UNHAS）工学部は、同地域における産業分野の人材育成の拠点として積極的な役

割を果たすことが期待される一方で、博士号を取得している教員は 4 割に届かず、既存の施設・

機材等の設備も不十分であることなどから、新工学部のキャンパス建設、教育・研究機材の導

入、教員の留学プログラムをパッケージとした円借款事業「ハサヌディン大学工学部整備事業」

がインドネシア政府より要請され、2007 年度から実施されている。 

本学部が地域ニーズに合った研究開発能力を有し、また東北インドネシア地域での産業分野

の人材育成拠点となるためには、施設・機材の整備に加えて、研究を中心としたカリキュラム

の整備をする必要がある。そのため、インドネシア政府は同工学部においてわが国の工学教育

〔実験・実習重視型教育、研究（室）中心教育〕の特長を取り入れながら、東北インドネシア

地域の持続的な開発に資する人材の輩出に向けて、教育・研究体制の基盤を強化することを目

的とした協力を日本政府に対して要請した。こうして技術協力プロジェクト「ハサヌディン大

学工学部強化計画プロジェクト」が 2009 年 2 月より 3 年間の計画で開始された。 

今般、技術協力プロジェクトの開始から 2 年を経過したところで、本プロジェクトの目標及

び各成果の達成状況を確認するとともに、現状の課題とプロジェクトの残りの期間での活動の

方向性について確認し、合同評価報告書として UNHAS 側と合意することを目的とした調査を

行った。 

 

１－２ 協力内容 

（1）上位目標 

ハサヌディン大学工学部が東部インドネシア地域の拠点大学の 1 つとなる。 

 

（2）プロジェクト目標 

東北インドネシア地域の持続的な開発に資する人材を輩出するために、ハサヌディン大学

工学部の教育・研究体制の基盤が強化される。 



 

（3）成 果 

成果１：工学部における教育が実践/研究を重視した教育になる。 

成果２：研究活動を通じた教員の教育研究能力が向上する。 

成果３：東北インドネシア地域の持続的な開発ニーズを踏まえたカリキュラムとシラバス

に基づき、教育が行われる。 

成果４：工学部において教育サイクルを導入し、教授内容や教材を改善する。 

成果５：東北インドネシア地域の工学系教育・研究機関のコンソーシアムが形成され、ハサ

ヌディン大学工学部がコンソーシアムの中心となる。 

成果６：工学部の適切な運営に必要な計画管理能力が向上する。 

 

（4）投入（2011 年 1 月時点） 

【日本側】 

長期専門家派遣：42 人月（man-months：M/M） 

短期専門家派遣：6.8M/M 

ローカルコスト負担：約 776 万円〔832,667,342 ルピア（Rp.）、換算レート：￥1＝Rp.107.320〕

 

【インドネシア側】 

カウンターパート配置：15 名（2009 年）、16 名（2010 年） 

専門家執務室、空調機、事務家具等 

 

２．評価調査団の概要 

調査者 団長・総括： 

小西 伸幸 JICA 人間開発部高等教育・社会保障グループ高等・技術教育課長 

協力企画： 

布谷 真知子 JICA 人間開発部高等教育・社会保障グループ高等・技術教育課 

工学教育（教育・研究）： 

宇佐川 毅 熊本大学大学院自然科学研究科教授（国内支援委員） 

工学教育（学部運営）： 

サトリオ・スマントリ インドネシア国バンドン工科大学客員教授（元インドネシ

ア教育省高等教育総局長） 

評価分析： 

永井 清志 株式会社コーエイ総合研究所 

調査期間 2011 年 2 月 13 日〜2011 年 2 月 22 日 評価種類：中間レビュー 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（1）成果の達成状況 

各成果の達成状況は以下のとおりである。 

 

成果１：工学部における教育が実践/研究を重視した教育になる。 



 

実践/研究を重視した教育活動を含む戦略計画（案）が作成されており、プロジェクト開

始から 2 年間経過時点としては十分な成果の達成が確認された。 

 

成果２：研究活動を通じた教員の教育研究能力が向上する。 

顕著な成果が以下 2 点確認された。すなわち、①研究室中心教育（Labo-Based Education：

LBE）導入ガイドライン（案）が作成されたこと、②パイロット活動として実施した LBE

研究助成金に対して応募があった 35 件の研究プロポーザルのなかから 8 つの研究チーム

が選定され、これらすべてが研究活動を計画どおり終了したことである。 

 

成果３：東北インドネシア地域の持続的な開発ニーズを踏まえたカリキュラムとシラバス

に基づき、教育が行われる。 

当初計画どおりに 6 学科すべてにおいて、カリキュラムとシラバスの見直しが進められ

ており、これが 2011 年 9 月開始の新学期から適用されることが見込まれる。 

また一方で、地域社会のニーズを把握することを目的とした質問票調査を実施してお

り、その結果を新しいカリキュラムとシラバスに反映させることも期待される。 

 

成果４：工学部において教育サイクルを導入し、教授内容や教材を改善する。 

いくつかの成果が確認された。短期専門家らによるプロジェクト活動などを通じて教育

サイクルの概念は既に教員に共有されており、それを応用した講義のための教材を作成、

活用している教員もいる。 

さらに、同学部では教育の質的保証のためのモニタリング制度の準備につき、タスクフ

ォースを設置して進めており、学生による講義の評価を導入している学科もある。 

 

成果５：東北インドネシア地域の工学系教育・研究機関のコンソーシアムが形成され、ハ

サヌディン大学工学部がコンソーシアムの中心となる。 

当初計画にある新たなコンソーシアムを形成するには至っていない。 

しかしながら、例えば 2010 年に電気・電子学科が中心となって開催した“2nd Makassar 

International Conference on Electrical Engineering and Informatics”のような地域セミナーで

の、地域の他大学との学術的な共同活動において、東北インドネシアの工学分野の核とな

って重要な役割を果たしていく素地が形成されていることが確認された。 

 

成果６：工学部の適切な運営に必要な計画管理能力が向上する。 

これまでに実施された活動から良い成果が見られ始めている。顕著な成果としては、前

述した UNHAS 工学部戦略計画（案）が作成されたことが挙げられる。さらに、すべての

学科において、研究ロードマップが作成されており、これにより各学科の履修プログラム

における研究活動の展開計画と方向性を提示することが見込まれる。 

 

（2）プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標：東北インドネシア地域の持続的な開発に資する人材を輩出するために、

ハサヌディン大学工学部の教育・研究体制の基盤が強化される。 



 

プロジェクト目標は、プロジェクト終了までに達成されるものと予想される。 

LBE 導入については、LBE 導入ガイドライン（案）が作成されており、さらにパイロット

活動として学生を参加させた研究の実施によるモデル的な事例も確認された。 

加えて、UNHAS 工学部戦略計画（案）では明確な目標と指針が示され、各学科でもカリ

キュラムの見直しと、研究活動の展開計画のロードマップ作成が進められており、教育と研

究の質の向上が期待できる。 

また、円借款プロジェクトによる奨学金スキームでの博士号取得予定教員及びゴワ県に建

設中の新施設が、同学部の教育研究能力向上に貢献すると予想される。 

一方で、地域に貢献する教育研究活動の効率的な展開のためには、高等教育機関に加えて

工学分野に関係する公的機関や民間セクターを巻き込んだ活発なネットワークの構築が必

要である。この点については、残りのプロジェクト期間でプロジェクト目標を達成すべく、

更なる活動が必要と思われる。 

 

（3）上位目標の達成状況 

上位目標：ハサヌディン大学工学部が東部インドネシア地域の拠点大学の 1 つとなる。 

上位目標の達成を評価するには時期尚早ではあるが、長期的な目標を定める機関公式文書

としての戦略計画（案）と、短期的な実施の指針となる LBE 導入ガイドライン（案）が作成

されており、今後上位目標の実現に向けて有効に活用されることが期待できる。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性：十分に高い 

本プロジェクトの妥当性は、事前評価で確認した状況から大きな変化はみられず、したが

って高いといえる。すなわち、大学を含む国家高等教育開発政策及び特に東部地域に係る地

域開発政策との整合性が保たれている。また、わが国の特長である大学工学部教育方式を適

用する妥当性も、プロジェクト実施の過程で確認されている。 

 

（2）有効性：高い 

6 つ設定されている成果と、その指標のほとんどはプロジェクト目標を達成するために有

効であるが、有効性を向上させるために見直しが必要と考えられる成果もある。 

成果２については、円借款事業及び他の奨学金スキームの下で現在約 115 名の教員が上位

学位取得のためハサヌディン大学外の修士・博士課程を履修しており、近い将来彼らの研究

能力が強化されることを考慮すれば、プロジェクト終了時には当該成果が妥当な結果につな

がると考えられる。しかしながら、設定されている指標については、見直しが必要と思われ

る。 

成果５については、プロジェクト目標を達成するために工学系教育・研究機関とネットワ

ークを構築する必要性は高いが、円借款プロジェクトで協力をしている研究設備の充実や留

学中の教員の学位取得といった条件が整わないなかでは、UNHAS 工学部が中心となってコ

ンソーシアムを設立することは困難であると判断される。そのため、本プロジェクトにおい

ては、既存の学術ネットワークを活用するなどして、他の工学系教育・研究機関との連携を

深めることが望ましく、新たなコンソーシアムの構築は円借款プロジェクトが完了したあと



 

に、本プロジェクトの上位目標の達成に寄与するものとして期待される。 

 

（3）効率性：高い 

プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）で設定されている

活動の一部は成果の達成に効率的に機能しているが、現在の活動が必ずしも十分に効率的で

ないか、適切でない点も見受けられるため、見直しが必要と考えられる。 

LBE 導入ガイドライン策定やプロジェクトが研究助成費（LBE ファンド）を提供して実施

した研究室を拠点とした研究活動支援などの取り組みについては、計画と実践が並行して行

われたことや 2 名の長期専門家による活動の運営・調整の支援もあり、効率的に成果を出し

ている。LBE ファンドを活用した研究活動については、提供された研究費に対して各グルー

プが効率的に活動を実施した。 

現在約 115 名の教員（全体の約 3 分の 1）が留学中であるために、残された教員に教育活

動の負担が大きくかかっていることは、短期的には活動の効率性に負の影響を与えることは

否めないが、留学中の教員が帰国後に UNHAS 工学部における研究活動の推進役となるべく、

今後、彼らを巻き込んだプロジェクト活動を実施することで効率性が高まると期待される。

他方で、工学部にある 6 学科間では活動成果にいくらかの違いがみられた。現時点ではパ

イロット活動の段階であることから十分に想定されることであるが、今後、学科間にみられ

る相違を分析し、各学科において効率的に LBE 活動を実践できる方法を検討することが望ま

しい。 

 

（4）インパクト：評価には時期尚早 

顕著なインパクトは、発現に至っていない。プロジェクト実施期間の半ばであり、インパ

クトの評価には時期尚早である。 

 

（5）持続性：やや高いが、評価には時期尚早 

持続性については終了時評価の際に注意深く確認することが必要であるが、特に LBE 導入

にかかわる活動においては、持続性に関する良い兆候がみられている。 

【政策・制度面】 

政策的・制度的な観点において、現時点では一定の持続性が見込まれる。特に、研究活動

の実施においてはプロジェクトで実施している研究助成制度（LBE ファンド）のみならず、

インドネシアの教育省が提供する競争的資金や、大学で用意されている研究費に、個別の研

究者（教員）が申請を出していることなどが確認されたことからも、工学部の研究機能強化

に向けて十分な制度・機会が確保されているといえる。 

【組織・財政面】 

組織面では、既に高いオーナーシップが発現されている。その背景には、UNHAS 工学部

の教員のなかにはプロジェクト以前から研究室体制による工学部教育について、自身の経験

を通じて慣れ親しんでいる教員も少なくないことがあると思われる。また、財政的な観点で

は、これまでのプロジェクト活動を通じて、UNHAS 工学部は学外の公的及び民間機関から

研究資金を獲得することが可能であることが確認されており、現時点で大きな困難は想定さ

れない。 



 

【技術面】 

LBE の導入に関しては、これまで特に本邦大学への留学経験がある教員を中心に促進され

ているが、その他の教員のなかでも若手を中心に研究グループが形成されるなど、特に LBE

の導入に積極的である。今後の活動のなかでは、円借款事業による新しい施設・機材の導入

後に、いかにその機材を効果的に活用していくかを視野に入れた技術指導を行うことも検討

されており、プロジェクトの効果の持続・展開が期待される。 

【社会・文化・環境面】 

社会、文化、環境面において、持続性の発現を妨げる要因はみられていない。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

研究活動の効果的な実施に際しての貢献要因のひとつとして、UNHAS 工学部に既に本邦の

大学で大学院課程を修了した教員がいたことが挙げられる。LBE の考え方を自身の経験から深

く理解していることに加えて、本邦の支援大学と UNHAS がこれまで長きにわたって構築して

きた関係が、LBE 活動促進に貢献する良い環境をつくりあげている。 

他の貢献要因として、インドネシアでかつて高等教育総局長を務めたアドバイザーが本プロ

ジェクトの活動に参加したことが挙げられる。年 4 回にわたる派遣を通じて、当人が有する工

学分野の研究教育とインドネシア国の高等教育運営管理に係る経験と専門性が提供され、プロ

ジェクト活動の大きな推進力となっていることが多くの関係者から確認された。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

円借款で供与される奨学金による UNHAS 工学部教員の留学は、教員の研究能力を高め、帰

国後に LBE を推進していく人材の育成において必要不可欠だが、一時期にまとまった人数の教

員が不在となっているために残った教員の負担を増大させている。留学中の教員が担当してい

た講義等に時間や労力を割かれ、残った教員が担当することになり、結果として研究活動に費

やす時間が少なくなってしまうという意味で、短期的にとらえればプロジェクトに負の影響を

もたらしているといえる。 

 

３－５ 結 論 

プロジェクトはおおむね順調な進捗をみせている。5 項目評価においては、妥当性、有効性、

効率性は比較的高いといえる。プロジェクトの目標である東北インドネシア地域の持続的な開

発に資する人材育成に応えるためには、残されたプロジェクト期間で更なる努力が必要であ

り、さらに上位目標達成に向けたインパクト及び持続性の発現が期待される。 

 

３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

プロジェクト実施期間終了までにプロジェクト目標を達成するため、今後の活動において以

下を提言する。 

 

（1）会合、ワークショップ、セミナー等の学外活動への積極的参加 

プロジェクトの研究助成費を活用した研究活動の下で、多くの研究グループが国内及び国

際的な学会、ワークショップ、セミナー等で論文発表をしていることが確認された。このよ



 

うな機会におのおのの研究グループが積極的に参加し、個人レベルで研究者間のネットワー

クを構築することが、プロジェクト目標の達成に効果的である。 

 

（2）学生による授業評価システムの導入 

大学全体で目標としている学生主体教育（Student-centered Learning）の実現と併せて講義

の質を向上させるためには、学生の視点から意見を聴取し、反映させることが重要である。

そのため、学生による授業評価を実施し、学部内で良い取り組みとして評価されたものを共

有していくことが望ましい。この評価システム導入に向けて、まずガイドラインを今セメス

ターの終了までに策定し、プロジェクト期間中に授業評価を実施することが望ましい。 

 

（3）産業界との連携強化 

本プロジェクトは UNHAS 工学部が東北インドネシア地域の発展に貢献することをめざす

ものであり、地域社会のニーズを定期的に把握することが不可欠である。連携実績のある産

業界からの前向きな反応も確認できたことから、各学科において産業界と緊密かつ活発なコ

ミュニケーションを継続することが期待される。また、把握した開発ニーズを基に、カリキ

ュラムやシラバス、研究活動に反映させることも必要である。 

 

（4）東北インドネシア地域内における大学間ネットワーク構築の推進 

UNHAS 工学部が東北インドネシアにおける教育と研究の中心となるべく、学部として他

の大学・研究機関との間で緊密なネットワークを構築することが望まれる。この観点から、

他の大学との教員や学生の交流・交換制度や、教育・研究パートナー機関との共同研究実施、

ワークショップの共催などが期待される。 

 

（5）研究ロードマップの完成 

これまでの 2 年間で、同工学部は今後の指針となる戦略計画と LBE 導入ガイドラインを策

定した。さらに現在、各学科において履修プログラムごとに研究ロードマップを策定してい

る。学部生の研究活動への参加が 2011 年 9 月の新学期から実現される予定であることを踏

まえて、この研究ロードマップを新学期開始前に作成し、学部内で承認されるよう努力する

必要がある。 

 

（6）円借款事業との一体的な実施促進 

本プロジェクトによる人材育成の成果を最大限発揮するためには、円借款プロジェクトと

の連携による相乗効果が期待される。プロジェクト実施以前から多くの教員が本邦大学に留

学して学位を取得しており、彼らが LBE の推進を牽引していることも確認された。このため、

現在円借款プロジェクトの下で日本に留学中の教員が、LBE の概念を理解し、そのノウハウ

を習得するよう、本技術協力プロジェクトの活動の進捗と成果を共有するためのセミナーを

日本で開催することが望ましい。 

 

（7）学科間・専攻間での経験や好事例の共有 

学科、また専攻ごとで活動進捗と成果の状況に差がみられるため、効果のみられている活



 

動モデルや好事例については、学部内で広く共有することが期待される。 

 

３－７ 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、

運営管理に参考となる事柄） 

 

（1）円借款事業との一体的な実施促進について 

円借款事業との一体的実施を想定した場合の施設建設や機材整備のタイミングについて

は、十分留意が必要である。特に、大学の研究活動において必要な資機材の購入等は迅速に

行われる必要があり、カウンターパートとなる実施機関がいかに迅速に調達手続きを進めら

れるかが重要である。また留学においては円借款の活用によって、より多くの教員の学位取

得が促されるものの、UNHAS に残った教員の授業負荷の増大を招くおそれがあることも念

頭において、年間の派遣人数等の計画を調整する必要がある。 

 

（2）6 学科を対象とした協力の実施について 

本プロジェクトでは工学部全体を対象とした協力が想定されたため、6 学科で同様の活動

を行うこととなったが、学科ごとの特徴や教員の人数、構成等によって一律に同じ成果を求

めることは困難であることが認識された。対象とする学科が複数になる場合には、すべての

学科に等しく機会を設ける必要はあるが、率先して取り組むパイロットグループを限定し、

そこでの成果を学部内ワークショップを通じて共有するなどして、徐々に学科、学部全体に

浸透させていく工夫が必要である。 

 

３－８ フォローアップ状況 

特になし 
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第１章 評価調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

１－１－１ 経 緯 

インドネシア共和国（以下、「インドネシア」と記す）において貧困者層の占める割合が比較

的大きい東北インドネシア地域では、当該地域の特性を生かした開発計画の効果的・効率的な実

施をめざし、地域の大学を拠点とした産学地連携強化や産業振興を担う能力の高い人材の育成が

求められている。東部インドネシア最大の総合大学であるハサヌディン大学（UNHAS）工学部は、

同地域における産業分野の人材育成の拠点として積極的な役割を果たすことが期待される一方で、

博士号を取得している教員は 4 割に届かず、既存の施設・機材等の設備も不十分であることなど

から、新工学部のキャンパス建設、教育・研究機材の導入、教員の留学プログラムをパッケージ

とした円借款事業「ハサヌディン大学工学部整備事業」がインドネシア政府より要請され、2007

年度から実施されている。 

本学部が地域ニーズに合った研究開発能力を有し、また東北インドネシア地域での産業分野の

人材育成拠点となるためには、施設・機材の整備に加えて、研究を中心としたカリキュラムの整

備をする必要がある。そのため、インドネシア政府は同大学工学部においてわが国の工学教育〔実

験・実習重視型教育、研究（室）中心教育〕の特長を取り入れながら、東北インドネシア地域の

持続的な開発に資する人材の輩出に向けて、教育・研究体制の基盤を強化することを目的とした

協力を日本政府に対して要請した。こうして技術協力プロジェクト「ハサヌディン大学工学部強

化計画プロジェクト」が 2009 年 2 月より 3 年間の計画で開始された。 

本プロジェクトでは、UNHAS 工学部において「実践/研究を重視した教育基盤の強化」のため、

教員の能力強化、カリキュラム・シラバス等の整備、研究活動促進、学部運営体制強化、そして

東北インドネシア地域ネットワーク構築をめざすものである。 

今般、技術協力プロジェクトの開始から 2 年を経過したところで、本プロジェクトの目標及び

各成果の達成状況を確認するとともに、現状の課題とプロジェクトの残りの期間での活動の方向

性について確認し、合同評価報告書として UNHAS 側と合意することを目的とした調査を行った。 

 

１－１－２ 中間レビュー調査の目的 

（1）プロジェクト中期における成果の達成状況、プロジェクト目標の達成見込みを確認し、今

後のプロジェクトの運営のあり方に関する提言を行う。 

（2）他の類似案件に活用可能な教訓を抽出する。 

 

１－２ 調査団構成 

No 担当分野 氏 名 所  属 

1 団長・総括 小西 伸幸 
JICA 人間開発部高等教育・社会保障グル

ープ 高等・技術教育課長 

2 協力企画 布谷 真知子 
JICA 人間開発部高等教育・社会保障グル

ープ 高等・技術教育課 



－2－ 

3 工学教育（教育・研究） 宇佐川 毅 
熊本大学大学院自然科学研究科 教授

（国内支援委員） 

4 工学教育（学部運営） 
サトリオ・スマントリ

Satryo Soemantri 

インドネシア国バンドン工科大学 客員

教授 

Visiting Professor, Institute of Technology 

Bandung (ITB), Indonesia（元インドネシア

教育省高等教育総局長） 

5 評価分析 永井 清志 株式会社コーエイ総合研究所 

 

１－３ 調査日程 

調査期間：2011 年 2 月 13 日（日）～同 2 月 22 日（火）（10 日間） 

日順 月日 曜 行  程 

1 13 日 （永井、布谷）11:20 成田→ジャカルタ→23:00 マカッサル 

2 14 月 

09:30 インタビュー:プロジェクト専門家 

13:30 インタビュー：PIU 

16:00 インタビュー：円借款事業 PIU 

3 15 火 団内協議、M/M 案作成 

4 16 水 
09:30 協議：UNHAS 工学部教員 

13:30 インタビュー：UNHAS 工学部教員（LBE 研究グループ） 

5 17 木 
10:00 インタビュー：UNHAS 工学部学生 

16:30 団内協議、M/M 案作成 

6 18 金 

09:30 UNHAS 工学部によるプレゼンテーション 

14:00 M/M 案協議：UNHAS 工学部長、工学部教員 

16:00 マカッサルフィールドオフィスへの報告 

7 19 土 団内協議（M/M 案作成） 

8 20 日 団内協議（M/M 案作成） 

9 21 月 

10:00 合同評価ワークショップ、M/M 最終案確認（※） 

13:30 UNHAS ゴワ新キャンパス視察 

19:00 マカッサル→20:10 ジャカルタ 

22:05 ジャカルタ→ 

10 22 火 →07:15 成田着 

（※）当初は、21 日にミニッツ署名を予定していたが、UNHAS 学長が当日出張中で不在であった

ため、後日署名を取り付けた。 

PIU：Project Implementation Unit（ハサヌディン大学工学部におけるプロジェクト実施ユニット） 

M/M：Minutes of Meetings（ミニッツ） 

LBE：Labo-Based Education（研究室中心教育） 
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１－４ 主要面談者 

調査団は、UNHAS 工学部の教員及び学生、JICA マカッサルフィールドオフィスを訪問し、面談

を行った。主要面談者は、付属資料２のとおり。 

 

１－５ 中間レビューの実施方法 

中間レビューは、プロジェクト実施の中間時点において、プロジェクトの実績と実施プロセスを

把握し、評価 5 項目の観点から評価を行い、その結果を踏まえて、今後の運営方針の検討や、必要

に応じて当初計画の見直しを実施することを目的としている。 

そこで、本プロジェクトの中間レビューでは、JICA とインドネシア国政府〔国民教育省高等教育

総局（Director General of Higher Education：DGHE）〕の間で 2008 年 12 月 15 日付で合意された討議

議事録（Record of Discussion：R/D）に添付されているプロジェクトの運営管理のための基本的な計

画であるプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）を、その活動実績や実施プロセスについ

て検証した（付属資料３を参照）。 

評価分析に用いられた評価 5 項目の観点は以下表１－１のとおりである。 

 

表１－１ 評価 5 項目 

評価項目 評価の視点 

妥当性 

（Relevance） 

国の開発課題や政策に基づいて設定されたプロジェクト目標及び上位目標と

の整合性、受益者のニーズとの合致度、プロジェクトの計画の論理的整合性を

検証する。 

有効性 

（Effectiveness） 

プロジェクトの成果と目標の達成度を検証し、社会や受益者に対するプロジェ

クトの効果・貢献度を分析する。 

効率性 

（Efficiency） 

投入が成果にどのように、どれだけ転換されたか、投入された資源の質、量、

手段、方法、時期の適切度の観点からプロジェクトの実施過程における効率性

を検証する。 

インパクト 

（Impact） 

プロジェクトがもたらす上位目標の達成見込み、その他への波及効果を評価す

ると同時に、プロジェクトによって生じた正負の影響を検証する。 

持続性 

（Sustainability） 

プロジェクト終了後もプロジェクト実施による効果・便益が持続されるか否か

の見通しをマネジメント的、財務的、組織的観点から検証する。 

 

１－５－１ 主な調査項目と情報・データ収集方法 

（1）主な調査項目 

本中間レビューの枠組みとして「プロジェクト実績・実施プロセス」と「5 項目評価」を設

定し、それぞれの評価グリッドを作成した（評価グリッドの詳細結果は付属資料４、５、６

を参照）。 

 

（2）情報・データ収集方法 

情報・データ収集方法については、表１－２に示したとおりである。 
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表１－２ 情報・データ収集方法の目的と主な情報源 

情報・データ 

収集方法 
目 的 主な情報源 

資料調査 プロジェクトの実績に関連す

る資料のレビュー、5 項目評

価の根拠となる情報・データ

の収集 

・ 業務実施報告書 

・ 月次報告 

・ 業務計画書 

・ 進捗報告書 

・ プロジェクトによる実績取りまとめ結果等 

インタビュー プロジェクト実績、プロセス

と進捗状況の確認、評価 5 項

目に関する評価設問に関する

関係者の意見などの収集 

・ 日本人専門家 

・ UNHAS 工学部教員（学部長、PIU、6 学科

長、LBE 研究グループなど） 

・ UNHAS 工学部学生（学部生、大学院生） 

視 察 UNHAS 工学部の研究室の訪

問と、ワークショップにおけ

る実験機材の視察 

・ 研究室 

・ ワークショップ 
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第２章 プロジェクト概要 
 

２－１ プロジェクトの実施体制 

２－１－１ インドネシア側 

インドネシア側の実施機関は、ハサヌディン大学（Hasanuddin University：UNHAS）である。同

大学は 1,800 名強の教員と、3 万名を超える学生が在籍する1東部インドネシア地域における最大

の国立総合大学である。本プロジェクトの対象となる工学部は 1960 年に設置され、現在は土木工

学科、建築工学科、地質工学科、海洋工学科、電気・電子工学科、機械工学科の 6 学科、14 専攻

から構成されている。工学部の教員数は 300 名、学生数は 4,400 名を超える2。 

他方で、現在の UNHAS 工学部のキャンパスは研究のための施設、機材等が十分でないことに

加え、教員のうち博士課程を修了している教員は 12％程度3にとどまり、教材や指導書も十分に整

備されていないこと等から、インドネシアの工学系国立大学であるバンドン工科大学（Institute of 

Technology Bandung：ITB）やスラバヤ工科大学（Sepluh Nopember Institute of Technology：ITS）に

比べて教育・研究レベルが低いといわざるを得ない。今後、開発の遅れた東北インドネシア地域

の産業活性化に貢献する人材の育成と研究開発の拠点として UNHAS が中心的役割を果たすため

には、工学部の更なる教育・研究能力強化が課題といえる。 

 

２－１－２ 日本側 

本プロジェクトは、日本の国立大学法人である九州大学、豊橋技術科学大学、広島大学、熊本

大学から国内支援大学としての協力を得ており、工学部 6 学科に対する教授方法や教材整備、研

究実施に係る技術指導、工学部の運営体制強化のための指導・助言を行う専門家の派遣や、プロ

ジェクト運営方針検討のための協議等に参加を得ている。 

また円借款事業を通じて、上記大学以外の本邦大学においても教員の留学受入れを行い4、学位

取得のための協力を行っている。 

 

２－２ プロジェクトの計画概要と基本構造 

２－２－１ プロジェクトの計画概要 

R/D で合意された PDM の内容は以下のとおり。 

（1）上位目標 

ハサヌディン大学工学部が東部インドネシア地域の拠点大学の 1 つとなる。 

 

（2）プロジェクト目標 

東北インドネシア地域の持続的な開発に資する人材を輩出するために、ハサヌディン大学

工学部の教育・研究体制の基盤が強化される。 

                                                        
1 2006 年 12 月の「ハサヌディン大学工学部整備事業」条件形成促進調査報告書より。 
2 同 上 
3 2006 年 1 月時点。「ハサヌディン大学工学部能力向上プロジェクト実施協議報告書 ３．収集資料」より。同データでは ITB で

は 60％、ITS では 17％が博士課程を修了している。 
4 本邦大学に留学中の教員（長期のみ）は 26 名。受入先本邦大学は、次のとおり（五十音順）。秋田大学、愛媛大学、大阪大学、

九州大学、京都大学、熊本大学、神戸大学、佐賀大学、千葉大学、筑波大学、東京理科大学、東北大学、豊橋技術科学大学、名

古屋大学。 
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（3）成 果 

成果１：工学部における教育が実践/研究を重視した教育になる。 

成果２：研究活動を通じた教員の教育研究能力が向上する。 

成果３：東北インドネシア地域の持続的な開発ニーズを踏まえたカリキュラムとシラバスに

基づき、教育が行われる。 

成果４：工学部において教育サイクルを導入し、教授内容や教材を改善する。 

成果５：東北インドネシア地域の工学系教育・研究機関のコンソーシアムが形成され、ハサ

ヌディン大学工学部がコンソーシアムの中心となる。 

成果６：工学部の適切な運営に必要な計画管理能力が向上する。 

 

２－２－２ プロジェクトの基本構造 

本プロジェクトは、円借款事業と連携して実施されることで相乗効果を期待するものであり、

全体の構造としては、図２－１に示したとおりである。 

円借款において工学部の新たな施設建設、機材供与、及び教員の学位取得支援を行いながら、

技術協力において実践的な研究を重視した教育体制（基盤）の整備や研究室中心教育（Laboratory 

Based Education：LBE）の導入に向けた技術指導を行うことで、UNHAS 工学部の教育・研究能力

の向上をハード･ソフト両面から実現していく。 

 

 

図２－１ プロジェクトの基本構造 
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第３章 プロジェクトの実績と達成状況 
 

３－１ 投入実績 

プロジェクトの投入実績の詳細については、付属資料４を参照。 

 

３－１－１ 日本側  

日本側の投入は、長期専門家（総括）派遣が半年程度遅れたことを除いて、おおむね計画どお

りである。主な投入実績は以下のとおりである。 

 

（1）専門家派遣 

 担当業務 派遣実績 

（累積 M/M） 

1 総 括 18M/M 

2 業務調整員 24M/M 

 長期専門家合計 42M/M 

3 土 木 0.93M/M 

4 建 築 0.90M/M 

5 機 械 0.90M/M 

6 電 気 1.20M/M 

7 海 洋 1.10M/M 

8 地 質 0.87M/M 

9 学部運営 0.57M/M 

10 アカデミックアドバイザー 0.33M/M 

 短期専門家合計 6.80M/M 

M/M：man-months（人月） 

 

（2）インドネシア人アドバイザー 

学部運営の観点での技術指導については、インドネシア人のアドバイザーが、年 4 回計

1.4M/M 派遣された。 

 

（3）ローカルコスト負担 

プロジェクト実施に必要な年度別費用負担は以下とおりである。 

 

円貨換算額では、776 万円程度（換算レート：￥1＝Rp.107.320）となる。 

 

３－１－２ インドネシア側 

インドネシア側の投入は、予定どおりに実行されている。主な投入実績は、以下のとおりであ

る。 

FY FY2008 FY2009 FY2010 Total
IDR Rp98,288,958.00 Rp396,520,456.00 Rp337,857,928.00 Rp832,667,342.00
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（1）カウンターパート 

ハサヌディン大学（UNHAS）側が、15 名（2009 年）と 16 名（2010 年）のカウンターパー

トを配置した。その内訳は、以下のとおりである。 

Project Director（ハサヌディン大学学長） 

Project Manager（ハサヌディン大学工学部学部長） 

Project Implementation Unit リーダー 

Project Implementation Unit メンバー（2009 年は 6 名、2010 年は 7 名） 

学科長（土木、建築、機械、電気、海洋、地質の 6 学科） 

 

（2）専門家執務室 

JICA 専門家の執務室を、学長室のある棟に用意し、事務家具及び空調機を配置した。 

 

３－２ 活動実績 

プロジェクトの活動は、成果５に関連するものを除いて、おおむね計画どおりに実施されている。

詳細は、付属資料４を参照。 

 

３－３ 成果（アウトプット）達成状況 

計画されている 6 つの成果に関して、成果１は非常に順調に、成果２、３、４、６はおおむね順

調に達成されつつある。成果５は達成に至ってないが、現地の状況を踏まえて見直しが必要と判断

された。各成果の進捗状況の詳細については、付属資料５を参照。 

 

成果１：工学部における教育が実践/研究を重視した教育になる。 

PDM に示された指標の達成状況は下表のとおりである。 

成果１の指標 達成状況 

実践型工学教育にかかわるカリキュラムの基

本理念の確立。 

カリキュラム基本理念を明記した工学部戦略

計画（案）が立案された。 

大きな成果のひとつは、学部のミッション、ビジョン、教育目標に基づき、ハサヌディン大学

工学部戦略計画（Strategic Plan of Faculty of Engineering, UNHAS 2011-2020）が立案されたことであ

る。今後、2011 年 3 月ごろに予定されている学部評議会（Faculty Senate）と全学評議会（University 

Senate）による正式承認を経て、その実施に入ることになる。戦略計画の柱として、研究室体制の

導入、学部生の研究参加促進が明記されており、工学部の今後の教育を実践/研究重視の方向へ重

心を移していく基盤となるものと期待される。 

戦略計画（案）の検討作成にあたっては、短期専門家として派遣された国内の大学教員とイン

ドネシア人アドバイザーによる支援が効果的であったことが確認された。また、円借款プロジェ

クトの PIU リーダーも積極的にかかわっており、円借款プロジェクトによる教員の学位取得・研

究能力強化と施設・機材の充実を念頭に置いた計画立案がなされている。 

 

成果２：研究活動を通じた教員の教育研究能力が向上する。 

PDM に示された指標の達成状況は下表のとおりである。 
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成果２の指標 達成状況 

a） 研究（室）中心教育の導入が計画どおりに

実施される。 

LBE 導入ガイドライン（案）が作成された。

b）研究室の活動に参加する教員が過半数以上。 8 つの専攻プログラムから 28 名の教員がパイ

ロット LBE 活動に参加した。これは全教員の

10％程度に当たる。 

c） カリキュラムにおける実験・演習の割合が

40％以上。 

カリキュラムの見直しと改訂の作業が進行し

ている。 

d）学部 3、4 年生の全学生が研究室活動に参加

する。 

戦略計画（案）によれば、現状では 4 年生（7

学期目履修学生）の 10％が LBE 活動に参加し

ているとされている。 

e）研究室内の会議が毎週行われる。 全学部的な研究室体制が整備されていない現

段階で評価することは適切でない。 

f） 研究外部発表を目的としたワークショップ

が年 2 回以上実施される。 

同 上 

g）各研究室から毎期活動報告書が作成される。 同 上 

h）各学科が 1 億ルピア（115万円）程度の外部

資金を毎年少なくとも、1 つ以上獲得する。

2009年段階で記録がある外部資金は既に20億

ルピアを超えている。 

研究室中心教育（LBE）導入ガイドライン案が作成されたことは、大きな成果である。工学部

評議会（Faculty Senate）及び全学評議会（University Senate）による正式承認は 2011 年 3 月ごろの

予定で、その後このガイドラインに沿って LBE 導入を展開していくことが見込まれる。 

またパイロット活動としてプロジェクトで実施した研究助成金スキームによる LBE 活動も、6

学科 8 研究グループによって実施された。すべてのグループが、研究活動報告書の提出を終えて

いる。 

 

成果３：東北インドネシア地域の持続的な開発ニーズを踏まえたカリキュラムとシラバスに基づ

き、教育が行われる。 

PDM に示された指標の達成状況は下表のとおりである。 

成果３の指標 達成状況 

a） 全 6 学科のカリキュラムが定期的に見直し

される。 

カリキュラムの見直しは全学的に行われてい

る。ただし、東北インドネシア地域の社会ニ

ーズを反映させることが明示的に義務づけら

れているわけではない。 

b） 全 6 学科のシラバスについて改訂が必要か

どうか毎年確認される。 

学部レベルでの統一的なシラバス作成・改訂

は行われていない。しかしながら、今後教育

の質的充実のために、シラバス作成・改訂を

行うことが中長期計画から読み取れる。 

上記のとおり、学部生の研究活動参加を促すカリキュラム改訂案が、各学科から学部に提出さ

れ、学部評議会（Faculty Senate）で 2011 年 3 月に承認の予定である。シラバスについては、今後
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短期専門家からの指導も踏まえて整備する予定である。 

成果３では、東北インドネシア地域の開発ニーズに合致する教育内容を整備することを主眼と

しており、民間企業を対象としたニーズ調査を現在実施している。50 社に対して質問票を配布し、

26 社から回答を得た。結果の集計作業も 2011 年 2 月に終了し、今後それを分析のうえ、適宜シラ

バスに反映させることを検討していく予定である。 

調査団が行った学生への聞き取り調査では、UNHAS の所在するスラウェシ島以外の東北インド

ネシアの学生からは、UNHAS で学んだ知見を故郷の発展に活用したいという意見も聞かれた。こ

うした事例からも、当該地域が UNHAS に地域の高等教育機関の核となることを期待しているこ

とがうかがわれ、成果３の重要性を改めて確認した。 

 

成果４：工学部において教育サイクルを導入し、教授内容や教材を改善する。 

PDM に示された指標の達成状況は下表のとおりである。 

成果４の指標 達成状況 

a）全教員の教育サイクルに沿った教育の導入。 教育サイクルに関する説明会が短期専門家に

より実施されており、個人あるいは学科レベ

ルでの理解は高まってはいるが、全学部的な

統一見解を共有するには至っていない。 

b）各教科にて作成される講義ノートが 50％以

上増加する。 

講義ノートや実験指示書を独自に作成し、導

入している教員が現れている。他方で、特に

工学教育の性格を考慮すれば、そのような個

別の教材が必ずしも有効とはいえない状況も

あるため、そのような観点も含めてシラバス

の内容を検討する必要がある。 

c）実験/実習指示書の毎年の作成や改訂。 同 上 

成果４では、PDM にもあるとおり、「準備」→「実施」→「評価」→「改善」といった教育サ

イクルを教育活動に導入定着させ、教育を改善していく仕組みを構築することをめざしている。

まず「準備」に関する取り組みとしては、講義ノート及び実習指示書の導入がプロジェクト活動

として提示されている。これに基づき、短期専門家の活動を通じて、工学部教員に対する教育サ

イクル概念と取り組み事例が紹介された。その新しい知見を活用して、講義ノートや実習指導書

を作成している教員もいるが、学部としての統一した方針や運用はまだない状況である。また、

工学教育という自然科学の普遍性に依拠する分野の教育であることから、必ずしも教員独自で作

成した講義ノートが有効ではなく、それぞれの分野で定評のある既存の教科書等を活用した方が

ふさわしい場合もある、という意見もあった。調査団内の工学教育分野の専門家も、学部で統一

した形式に基づくシラバスにおいて教材や参考文献が明記されていればよい、という見解が共有

された。 

また「評価」に関する取り組みとしては、学部で教育の質保証のためのモニタリング制度確立

に係る検討委員会が設置されたとのことである。既に、専攻（Study Program）によっては学生に

よる授業評価が導入されている事例もあり、一定の進捗は確認された。今後のプロジェクト活動

では、学部として「評価」から「改善」につなげるサイクルとしての仕組みの構築が求められる。 
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成果５：東北インドネシア地域の工学系教育・研究機関のコンソーシアムが形成され、ハサヌデ

ィン大学工学部がコンソーシアムの中心となる。 

PDM に示された指標の達成状況は下表のとおりである。 

成果５の指標 達成状況 

a）コンソーシアムの設立と参加機関数。 

 

新たなコンソーシアムの設立には至っていな

い。 

b） コンソーシアムにおける定例会議が少なく

とも年に 1 回行われる。 

コンソーシアムが設立されておらず、達成状

況の評価には時期尚早である。 

c）コンソーシアムの年間活動計画の策定。 同 上 

UNHAS 工学部が東北インドネシアの中心となるコンソーシアムを設立するには、現在の施設・

機材及び教員の研究能力を考慮すると時期尚早であることが確認された。本プロジェクトは 2012

年 1 月に終了予定であるが、並行して実施されている円借款事業による新施設・機材の整備、利

用開始はそれ以降になるため、本プロジェクト内で成果５を実現することは効率的ではない。円

借款事業では奨学金スキームで本邦大学に UNHAS 工学部教員を留学させ、上位学位取得のため

の研究活動が進められていることから教員の大幅な研究能力向上が見込まれ、新キャンパス移転

後、研究体制が確立された段階で本格的に取り組むことが有効と考えられる。 

他方で、2010 年に電気・電子学科が中心となって開催した“2nd Makassar International Conference 

on Electrical Engineering and Informatics”のように、分野によっては国際的な学会を開催し、他大学

と教員個々のネットワークを通じた研究発表等が行われており、引き続きこうした学外での活動

を展開することで、UNHAS 工学部が東北インドネシア地域の中心的な存在としての素地を醸成し、

将来のコンソーシアム設立を容易にするものと期待される。 

 

成果６：工学部の適切な運営に必要な計画管理能力が向上する。 

PDM に示された指標の達成状況は下表のとおりである。 

成果６指標 達成状況 

a）工学部の戦略計画が毎年見直しされる。 戦略計画（案）が立案された。 

b） 学部の戦略計画に基づき、各学科の中期戦

略計画、年間活動計画が策定される。 

学科レベルでの中期計画また年間計画は現時

点で作成されてはいないが、研究ロードマッ

プの作成が進められている。 

c） 工学部の財政計画に沿った各学科への毎年

の予算配分・管理。 

学部レベルでの財政管理運営は、十分に管理

されていると思われる。 

d） 工学部を通じてなされた外部への広報活動

の数。 

広報活動を含めた渉外業務担当部署が新たに

設置された。 

e） 訓練を受けたメンテナンス技術者が各学科

に 1 人以上配置され、活動を開始する。 

メンテナンス技術者は、複数の学科で共有配

置されている場合もあれば、必要に応じて外

注される場合もある。 

上記のとおり、学部の戦略計画は立案され、学部としての活動指針・目標は明確になっている。

現時点では、学科レベルでの中期目標・中期計画等は作成されておらず、またそれを作成するこ

とが現実的ではない、という考えが工学部からは聞かれた。学科レベルでは、研究活動の推進に
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あたり研究ロードマップを作成中であり、このロードマップが完成することで、研究面での活動

方針や運営体制が方向づけられる見込みである。 

学部の財務計画管理能力については、現状に大きな問題は確認されなかった。 

広報活動の推進については、新たに担当のタスクが設置されたとの情報が得られた。今後、当

該タスクが広報の方針策定、計画から実施を効果的に進めていくことが期待される。 

メンテナンスについては現時点で大きな問題はないようであるが、今後円借款事業で新たな教

育・研究機材が供与されることを考慮すると、新たな体制構築も必要である。 

 

３－４ プロジェクト目標達成の見通し 

プロジェクト目標：東北インドネシア地域の持続的な開発に資する人材を輩出するために、ハサ

ヌディン大学工学部の教育・研究体制の基盤が強化される。 

PDM に示された指標の達成状況は下表のとおりである。 

プロジェクト目標の指標 達成状況 

a） 学部開発計画に基づき、学部・各学科の適

切な活動が計画どおり実施される。 

戦略計画（案）が作成された。 

b） プロジェクト終了後の教育研究能力が改善

される。 

現時点での評価は時期尚早である。 

戦略計画の立案によって工学部の活動方針が明確になったことに加えて、カリキュラムの改訂

や LBE ガイドライン・学科の研究ロードマップの作成を通じて、教育・研究体制の改善の方針が

具体的に示されたことは目標達成に向けた大きな成果といえる。 

研究実施の観点からは、現在の老朽化した施設・機材による制約に加えて、十分な研究能力の

資質をもった教員が限定されること等から、学部内で十分な展開ができているとはいい難いが、

プロジェクトの研究助成費（LBE ファンド）を活用して研究を実施した 8 研究グループでは研究

室体制の導入が円滑に推進されており、今後学部内で経験の共有が期待される。 

今後、東北インドネシア地域の持続的な開発に貢献するためには、同地域の開発ニーズの把握

と教育研究活動への反映、また高等教育機関をはじめとして当該地域の工学関連の公的機関や民

間企業とのネットワーク構築と積極的な活動展開が必要である。 

 

３－５ 上位目標達成の見通し 

上位目標：ハサヌディン大学工学部が東部インドネシア地域の拠点大学の 1 つとなる。 

PDM に示された指標の達成状況は下表のとおりである。 

上位目標の指標 達成状況 

a） 東部インドネシア地域の産業界が求める人

材ニーズに適合する工学教育を受け、輩出

された学位取得者の数の増加。 

卒業生の輩出には時間が必要であり、現時点

での評価は時期尚早。 

b） 東部インドネシア地域の持続的な開発に資

する研究開発の数の増加。 

地域の開発に資する工学部の関与の萌芽は見

られるが、現時点での評価は時期尚早。 

c） 東部インドネシア地域の他の大学との共同

研究や人材交流の数の増加。 

学外交流の事例も既に見られるが、現時点で

の評価は時期尚早。 
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現時点では、長期的な目標を定めた機関公式文書としての戦略計画（案）と、具体的な活動の

指針となる LBE 導入ガイドライン（案）が作成されており、今後上位目標の実現に向けて有効に

活用されることが期待できる。しかしながら、まずプロジェクト目標が達成され、さらに工学部

の新キャンパス移転と留学中の教員の学位取得を実施している円借款プロジェクトが計画どおり

に完了して初めて上位目標が実現されるものであり、現時点での評価は時期尚早である。 
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第４章 評価 5 項目に照らした評価結果 
 

プロジェクトの評価 5 項目に照らした評価結果は以下のとおりである。詳細は、付属資料６を参

照。 

 

４－１ 妥当性 

以下の観点から、プロジェクトの目標及び成果の設定についての妥当性は十分に高いといえる。 

・ ハサヌディン大学（UNHAS）工学部に対する東北インドネシアの開発に資する教育研究機関

としての期待は変わらず高く、その強化をめざす妥当性は高い。 

・ 大学認証制度の全国的な導入等にみられるように、インドネシア国として高等教育の質の向

上に向けた取り組みが進められており、高等教育分野への支援の妥当性は高い。 

・ 資源の乏しい日本の経済成長にあたり、大学での工学系人材育成が大きな成功要因となった

ことから、日本の工学系高等教育に広く定着している研究室中心教育の導入を本邦大学の協

力によって実施することは妥当性が高い。 

 

４－２ 有効性 

以下の観点から、プロジェクトの各成果がプロジェクト目標を達成するための有効性は高いとい

える。 

・ 本プロジェクトで想定される成果は、円借款事業による施設・機材整備と教員の能力向上と

の相乗効果によってプロジェクト目標及び上位目標の達成に有効に活用されるものである。 

・ 成果２については、円借款プロジェクト及び他の奨学金スキームの下で、現在約 115 名の教

員が上位学位取得のため修士・博士課程を修了しており、彼らの研究能力が近い将来強化さ

れることを考慮すれば、プロジェクト終了時に当該成果が妥当な結果につながると考えられ

る。しかしながら、設定されている指標は現時点で適当でないものもあるため、見直しが必

要である。 

・ 成果５の東北インドネシア地域大学間コンソーシアム設立はプロジェクトの目標達成に有効

であるが、プロジェクト期間中の設立は現実的ではないため、プロジェクトではその素地を

醸成する段階と位置づける。 

 

４－３ 効率性 

以下の観点から、プロジェクトの効率性は高いといえる。 

・ 研究室体制の導入にあたって、ガイドラインの作成と同時に、プロジェクトで研究助成費（LBE

ファンド）を設置して、並行して実施した点が効率的であったと確認された。 

・ LBE 研究助成金については、1 件当たり約 80 万円という設定は高く、1 件当たりの助成金を

低くしてより多くの研究グループを参加させたい、という話も聞かれたが、十分に効率的に

投入されたことも確認された。 

・ 専門家の投入量と時期については、短期専門家の専門分野がより多岐にわたること、また時

期についてもUNHAS工学部側の多忙な時期を避けることが望ましいとの要望も聞かれたが、

結果的には十分に活動の成果がみられており、適切な投入がされていると判断できる。 

・ 現在円借款プロジェクトを含めた奨学金等のスキームで 115 名の教員（全体の約 3 分の 1）が
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留学中であるため、残された教員に教育活動の負担がかかっていることが確認された。これ

は、短期的には活動の効率性に負の影響を与えることは否めないが、留学中の教員が上位学

位を取得して帰国した際に UNHAS 工学部における研究活動の推進役となるべく、今後、留

学中の教員を巻き込んだプロジェクト活動の実施により、効率性が高まると期待される。 

・ UNHAS が総合大学であることを効率的に活用するには、研究活動において他学部を巻き込む

ことが理想的であるが、現時点において学部を超えた調整は投入量や期間を考えても困難で

あることから、まず工学部内でのプロジェクト成果の発現に注力することが適切である。 

・ 6 学科で同じ活動を展開するなかで、学科や専攻ごとにプロジェクト成果の達成度合いに差異

がみられたが、まずパイロット的に活動を実施し、そこでの効果的な活動モデルを他の学科、

専攻に対して普及展開することで効率性は高まると考えられる。 

 

４－４ インパクト 

プロジェクトの介入によるインパクトは、正のインパクト、負のインパクトともにまだみられず、

現段階での評価は時期尚早である。 

 

４－５ 持続性 

プロジェクト終了後の持続性については、残されたプロジェクト期間での成果達成に大きく依存

するものであり、現時点での評価は時期尚早であるが、現状においても以下のように良い兆候がみ

られている。 

 

（1）政策・制度面 

政策的・制度的な観点において、現時点では一定の持続性が見込まれる。特に、研究活動の

実施においてはプロジェクトで実施している研究助成制度（LBE ファンド）のみならず、イン

ドネシアの教育省が提供する競争的資金や、大学で用意されている研究費に、個別の研究者（教

員）が申請を出していることなどが確認されたことからも、工学部の研究機能強化に向けて十

分な制度・機会が確保されているといえる。 

 

（2）組織・財政面 

組織面では、既に高いオーナーシップが発現されている。その背景には、UNHAS 工学部の教

員のなかにはプロジェクト以前から研究室体制による工学部教育について、自身の経験を通じ

て理解している教員も少なくないことがあると思われる。また、財政的な観点では、これまで

のプロジェクト活動を通じて、UNHAS 工学部は学外の公的及び民間機関から研究資金を獲得す

ることが可能であることが確認されており、現時点で大きな困難は想定されない。 

 

（3）技術面 

LBE の導入に関しては、これまで特に本邦大学への留学経験がある教員を中心に促進されて

いるが、その他の教員のなかでも若手を中心に研究グループが形成されるなど、特に LBE の導

入に積極的である。今後の活動のなかでは、円借款事業による新しい施設・機材の導入後に、

いかにその機材を効果的に活用していくかを視野に入れた技術指導を行うことも検討されてお

り、プロジェクトの効果の持続・展開が期待される。 
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（4）社会・文化・環境面 

社会、文化、環境面において、持続性の発現を妨げる要因はみられていない。 

 

４－６ 効果発現に貢献した要因 

LBE 研究活動の効果的な実施に際しての貢献要因のひとつとして、UNHAS 工学部のなかに既に

本邦大学で大学院課程を修了した教員がいたことが挙げられる。LBE の考え方を自身の経験から深

く理解していることに加えて、本邦大学と UNHAS 工学部がこれまでに構築してきた関係がプロジ

ェクトの活動促進において効果的に働いている。 

他の貢献要因として、インドネシアでかつて高等教育総局長を務めたアドバイザーの存在が挙げ

られる。本プロジェクトのさまざまな活動にわたって、工学分野の教育・研究のあり方やインドネ

シア国の高等教育における運営管理の方針に係る当人の知見と経験が共有されることで、プロジェ

クト活動の大きな推進力となっていることが多くの関係者から確認された。 

 

４－７ 問題点及び問題を引き起こした要因 

円借款事業の下で実施中の奨学金スキームによる教員の留学は、長期的な観点でみれば LBE の全

学部的導入と研究能力の向上に決定的に重要であるのだが、一方でまとまった人数の教員が不在と

なったために残された教員への負担が大きくなっている。留学中の教員が担当していた講義等を残

された教員が担当することとなり、結果として研究活動に費やす時間が少なくなってしまうという

意味で、LBE 研究活動の促進に負の影響を与えていることは否めない。 

 

４－８ 結 論 

全般として、プロジェクトはここまで順調な進捗をみせている。5 項目評価においては、妥当性、

有効性、効率性は十分に高いといえる。プロジェクトの目標である東北インドネシア地域の持続的

な開発に資する人材育成に応えるためには、残されたプロジェクト期間で更なる努力が必要であり、

さらに上位目標達成に向けたインパクト及び持続性の発現が期待される。 
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第５章 提言・教訓 
 

５－１ プロジェクトへの提言 

（1）会合、ワークショップ、セミナー等の学外活動への積極的参加 

プロジェクトの研究助成費（LBE ファンド）を活用した研究活動の下で、多くの研究グルー

プが国内及び国際的な学会、ワークショップ、セミナー等で論文発表をしていることが確認さ

れた。このような機会におのおのの研究グループが積極的に参加し、個人レベルでの研究者間

ネットワークを構築することが、プロジェクト目標の達成に効果的である。 

 

（2）学生による授業評価システムの導入 

大学全体で目標としている学生主体教育（Student-centered Learning）の実現と併せて講義の質

を向上させるためには、学生の視点から意見を聴取し、反映させることが重要である。そのた

め、学生による授業評価を実施し、学部内で良い取り組みとして評価されたものを共有してい

くことが望ましい。この評価システム導入に向けて、まずガイドラインを今セメスターの終了

までに策定し、プロジェクト期間中に授業評価を実施することが望ましい。 

 

（3）産業界との連携強化 

本プロジェクトは UNHAS 工学部が東北インドネシア地域の発展に貢献することをめざすも

のであり、地域社会のニーズを定期的に把握することが不可欠である。連携実績のある産業界

からの前向きな反応も確認できたことから、各学科において産業界と緊密かつ活発なコミュニ

ケーションを継続することが期待される。また、把握した開発ニーズを基に、カリキュラムや

シラバス、研究活動に反映させることも必要である。 

 

（4）東北インドネシア地域内における大学間ネットワーク構築の推進 

UNHAS 工学部が東北インドネシアにおける教育と研究の中心となるべく、学部として他の大

学・研究機関との間で緊密なネットワークを構築することが望まれる。この観点から、他の大

学との教員や学生の交流・交換制度や、教育・研究パートナー機関との共同研究実施、ワーク

ショップの共催などが期待される。 

 

（5）研究ロードマップの完成 

これまでの 2 年間で、同工学部は今後の指針となる戦略計画と LBE 導入ガイドラインを策定

した。さらに現在、各学科において履修プログラムごとに研究ロードマップを策定している。

学部生の研究活動への参加が 2011 年 9 月の新学期から実現される予定であることを踏まえて、

この研究ロードマップを新学期開始前に作成し、学部内で承認されるよう努力する必要がある。 

 

（6）円借款事業との一体的な実施促進 

本プロジェクトによる人材育成の成果を最大限発揮するためには、円借款プロジェクトとの

連携による相乗効果が期待される。プロジェクト実施以前から多くの教員が本邦大学に留学し

て学位を取得しており、彼らが LBE の推進を牽引していることも確認された。このため、現在

円借款プロジェクトの下で日本に留学中の教員が、LBE の概念を理解し、そのノウハウを習得
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するよう、本技術協力プロジェクトの活動の進捗と成果を共有するためのセミナーを日本で開

催することが望ましい。 

 

（7）学科間・専攻間での経験や好事例の共有 

学科、また専攻ごとで活動進捗と成果の状況に差がみられるため、効果のみられている活動

モデルや好事例については、学部内で広く共有することが期待される。 

 

５－２ 他の高等教育案件への教訓 

（1）円借款事業との一体的な実施促進について 

円借款事業との一体的実施を想定した場合の施設建設や機材整備のタイミングについては、

十分留意が必要である。特に、大学の研究活動において必要な資機材の購入等は迅速に行われ

る必要があり、カウンターパートとなる実施機関がいかに迅速に調達手続きを進められるかが

重要である。また留学においては円借款の活用によって、より多くの教員の学位取得が促され

るものの、UNHAS に残った教員の授業負荷の増大を招くおそれがあることも念頭において、年

間の派遣人数等の計画を調整する必要がある。 

 

（2）6 学科を対象とした協力の実施について 

本プロジェクトでは工学部全体を対象とした協力が想定されたため、6 学科で同様の活動を行

うこととなったが、学科ごとの特徴や教員の人数、構成等によって一律に同じ成果を求めるこ

とは困難であることが認識された。対象とする学科が複数になる場合には、すべての学科に等

しく機会を設ける必要はあるが、率先して取り組むパイロットグループを限定し、そこでの成

果を学部内ワークショップを通じて共有するなどして、徐々に学科、学部全体に浸透させてい

く工夫が必要である。 
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第６章 総 括 
 

６－１ プロジェクト評価結果に関する考察 

この 2 年間を通じて、学部のビジョン・ミッション・教育目標の設定、戦略計画の立案が行われ、

また教育・研究能力強化の観点から、各学科でカリキュラムの改訂や LBE 導入ガイドラインが作成

されるなど、基盤整備の面で著しい成果を上げていることが確認された。 

他方で、実際の教育・研究能力強化に資する「研究室体制」の導入においては、施設・機材、研

究を推進できる博士課程を修了した教員の配置が十分でないことなどから、必ずしも学部全体に展

開するまでに至っていない。 

また本プロジェクトでは工学部 6 学科を対象としているものの、実際には各学科と更にその下に

ある専攻（Study Program）レベルでの運営体制が確立されており、それぞれの置かれている状況か

ら、同じ時間軸で等しく活動の成果を求めることが容易ではないことも確認された。 

プロジェクトの活動推進において最も大きな課題は、教員のプロジェクト活動への参画度合いに

差を有する点であり、具体的には、「研究室体制」や「実践・研究中心の教育」に対して一部の教

員（特に、シニア）からの理解が十分得られていないことと、学位取得のために留学中の教員が学

部の 3 分の 1 を占めているために現在在籍する教員の講義負担が過剰になり、物理的にプロジェク

トの活動のために時間がとれないことが挙げられるが、3 年間のプロジェクト期間において、すべて

の教員を巻き込むこと自体が困難である。 

他方で、パイロットで研究室を立ち上げて実施された研究活動に関しては、日本の大学に留学し

ていた教員が特に研究室体制の導入に理解があったことから、研究指導方法や各研究室メンバー間

のコミュニケーションが円滑に行われており、その成果として研究論文の発表や学会やセミナー等

での発表活動も行われているほか、研究活動に参加した学生の満足度も高い。 

このことから、今後、本プロジェクト期間中の対応としては、まず積極的に活動に参加をしてい

る教員の活動を促進しながら、パイロットで立ち上げられた研究室の活動の進捗や成果をワークシ

ョップ等で学部内に共有することが望ましいと考える。また学部全体の動きとしては、「東北イン

ドネシア地域の拠点大学」としてのプレゼンスを高めていけるよう、大学間ネットワークの構築や、

地域・社会ニーズのヒアリング等を継続的に実施していくことが期待される。 

円借款事業で建設中の施設については、2012 年 1 月ごろには完成の予定であり、全学部での本格

的な研究室体制の導入は新キャンパス移転後が望ましい。また同じく円借款で学位取得のために留

学中のフェローシップ生も、2012 年以降順次帰国予定であり、彼らが中心となって、研究室体制を

展開していくことが期待される。 

 

６－２ PDM の改訂 

上記のとおり、当初計画していた PDM の内容のなかには、その後の活動成果や環境の変化に伴い、

現状の工学部の置かれている状況や運営戦略と必ずしも一致していない点が確認されたほか、残り

の 1 年間における活動の推進・目標の達成が適当でないと思われるものがあったことから、調査中

に PDM の改訂案について議論が行われた。ハサヌディン大学（UNHAS）工学部と調査団の間で整

理された PDM 改訂案は付属資料７のとおりであり、その主な改訂点は以下のとおりである。 

 

成果２関連：計画当初は、工学部の全学科において研究室体制が定着し運営されることが想定さ



－20－ 

れていたが、現時点での施設、機材の整備状況や、多くの教員が留学中で不在であること、残って

いる教員に講義の負担が集中していることなどを踏まえ、研究活動の推進も全教員を対象とするの

ではなく、パイロット的に行うことが効果的であると判断されたことから、活動内容や指標を見直

した。 

 

成果４関連：「準備」→「実施」→「評価」→「改善」という教育サイクルの導入に対する重要

性は認識されているが、具体的な活動として、講義ノートや実習指導書を独自に作成をすることが

必ずしも適当でないこと、また逆に UNHAS 工学部自身で「評価・モニタリング」に向けた体制の

構築を検討していることが確認できたため、具体的な活動内容と評価内容を見直した。 

 

成果５関連：成果２同様に、新キャンパスの建設工事の進捗を含む現在の UNHAS 工学部の状況

を踏まえると、UNHAS 工学部が主体となって東北インドネシア地域の工学系コンソーシアムを構築

することは時期尚早であり、またそのネットワーク構築自体を目的化した成果の設定は適当でない

と判断されたため、削除した。 

他方で、既存のネットワークを通じた交流が継続されることで、地域とのつながりを強化するこ

とは十分可能であり、成果３の一環として行われている地域ニーズの把握は継続して実施すること

を UNHAS 工学部と確認した。 

 

成果６関連：学部運営能力強化に向けて、最も際立った活動の 1 つは学部の戦略計画立案であり、

その点を評価するとともに、学科ごとの財務計画策定等の活動は UNHAS 工学部の方針と沿わない

ものであったことから、見直しを行った。また、各研究室（Study Program）における研究計画、資

金管理、機材の維持管理計画を含めた方針は、現在策定中の「研究ロードマップ」を通じて整理さ

れる想定であるため、「研究ロードマップ」の策定を今後の活動の柱に置いた。 

 

本 PDM の改訂案は、本調査後、UNHAS のイニシアティブで開催される合同調整委員会（Joint 

Coordination Committee：JCC）において関係者間で議論されて、正式に改訂されることとなる。 
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６．評価グリッド（5 項目評価） 
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２．面談者リスト

(1) PIUメンバーとの協議

日付: 2011年2月14日（月）

時間: 13:30 - 16:30
場所: 学部会議室

NO. 氏　　名 学科・役職

1 Dr-Ing. Wahyu H. Piarah, MSME Dean

2 Zahir Zainuddin Head of PIU

3 Prof. Dr. Ing. Herman parung, M. Eng. Head of PIU Yen-Loan

4 A. Arwin Amiruddin Member of PIU-Civil's lecturer

5 Elyas Palentei Member of PIU-Electrical's lecturer

(2) キックオフミーティング

日付: 2011年2月16日（水）

時間: 09:30 - 12:30
場所: 学部会議室

NO. 氏　　名 学科・役職

1 Dr-Ing. Wahyu H. Piarah, MSME Dean

2 Dr. Ir. Muh. Ramli, MT Vice Dean I

3 Ir. Ansar Suyuti, MT Vice Dean II

4 Ir. Syamsul Asri, MT Vice Dean III

5 Dr. Ir. Zahir Zainuddin, MSc Head of Electrical Dept. / Head of PIU

6 Prof. Dr. rer-nat. Ir. A. Imran Head of Geological Department

7 Prof. Dr.Ir. Shirly Wunas, DEA Head of Architecture Department

8 Ir. Shirly Klara Head of Naval Department

9 Amrin Rapi, ST., MT Head of Mechanical Department 

10 Dr. Elyas Palentei, ST., M.Eng PIU member-Electrical lecturer

11 Dr. Tri Harianto Secretary of Civil Department

面談者リスト
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(3) LBEファンド研究グループとの面談

日付: 2011年2月16日（水）

時間: 13:30 - 16:00
場所: 各研究室

NO. 面談者 学科 （研究室）

1 Dr. Ir. Ria Wikantari, M. Arch. Architecture (Architectural Design)

2 Prof. Dr. Ir. Slamet Tristumo Architecture (Waterfront Planning)

3 Daeng Paroka, ST., MT., Ph.D Naval (Hydrodynamic)

4 Prof. Dr. Ir. Salama Manjang, MT Electrical (High Voltage)

5 Dr. Tri Harianto, ST., MT Civil (Geotechnical)

6 Irwan Setiawan, ST., MT Mechanical (Computer)

7 Ir. Budi Rochmanto, M.Sc Geology (Sedimentology)

8 Prof. Dr. M. Wihardi Tjaronge, M. Eng (*) Civil (Concrete and Eco-material)

(4) 学部協議

日付: 2011年2月18日（金）

時間: 09:30 - 16:00
場所: 学部会議室

NO. 氏　　名 学科・役職

1 Dr-Ing. Wahyu H. Piarah, MSME Dean

2 Dr. Ir. Muh. Ramli, MT Vice Dean I

3 Ir. Ansar Suyuti, MT Vice Dean II

4 Ir. Syamsul Asri, MT Vice Dean III

5 Dr. Ir. Zahir Zainuddin, MSc Head of Electrical Dept. / Head of PIU

6 Prof. Dr. rer-nat. Ir. A. Imran Head of Geological Department

7 Purwanto, ST.,MT Head of Mining Study Program

8 Prof. Dr.Ir. Shirly Wunas, DEA Head of Architecture Department

9 Dr. Ir. Ria Wikantari, M. Arch. Head of Architecture Study Program

10 Ir. Shirly Klara Head of Naval Department

11 Wihdat Djafar Staff of Naval Department

12 Amrin Rapi, ST., MT Head of Mechanical Department

13 Hairul Arsyad, ST., MT Secretary of Mechanical Department

14 Irwan Setiawan Staff of Industry Study Program

(*) 8.の研究グループへのインタビューは 2月17日に実施。
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３．プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）
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４．評価グリッド（実績）

評価グリッド（実績）

大項目 小項目 結　果
日本側からの投入 長期専門家派遣 総括担当の長期専門家派遣が約半年遅れ、2009年7月からの派遣となった。

業務調整員担当の長期専門家は2009年1月に派遣され、任期終了のため2年で帰国した。そ
の約2週間後に後任となる長期専門家が派遣された。
合計で、これまでに約42M/Mの長期専門家が派遣されている。

短期専門家派遣 短期専門家派遣の内訳は以下のとおりである。

6学科に対応する6分野の専門家が、これまで合計で6.80 M/M派遣された。

元高等教育総局長であったインドネシア人のアドバイザーが、学部運営指導として派遣され
た。

必要な費用負担 活動実施のために必要なJICA側の現地費用年度別負担は、以下のとおりである。

Short-term Expert Dispatch in March 2009
Civil Engineering / Geology Engineering 0.27 M/M
Faculty Management 0.33 M/M
Civil Engineering 0.27 M/M
Architecture Engineering 0.20 M/M
Mechanical Engineering 0.33 M/M
Electrical Engineering 0.37 M/M
Academic Advisor 0.33 M/M
Naval Engineering 0.27 M/M
Naval Engineering 0.30 M/M
Geology 0.23 M/M
Total 2.90 M/M

Short-term Expert Dispatch in August 2009
Civil Engineering 0.20 M/M
Architecture Engineering 0.23 M/M
Mechanical Engineering 0.23 M/M
Electrical Engineering 0.23 M/M
Electrical Engineering 0.23 M/M
Naval Engineering 0.23 M/M
Geology 0.37 M/M
Total 1.73 M/M

Short-term Expert Dispatch in March 2010
Faculty Management 0.23 M/M
Civil Engineering 0.13 M/M
Architecture Engineering 0.13 M/M
Mechanical Engineering 0.13 M/M
Electrical Engineering 0.17 M/M
Naval Engineering 0.13 M/M
Geology 0.10 M/M
Total 1.03 M/M

Short-term Expert Dispatch in August 2010
Civil Engineering 0.07 M/M
Architecture Engineering 0.33 M/M
Mechanical Engineering 0.20 M/M
Electrical Engineering 0.20 M/M
Naval Engineering 0.17 M/M
Geology 0.17 M/M
Total 1.13 M/M

FY FY2008 FY2009 FY2010 Total
IDR Rp98,288,958.00 Rp396,520,456.00 Rp337,857,928.00 Rp832,667,342.00

From To Year
3-Mar 14-Mar 2009 0.40 M/M

22-Jun 27-Jun 2009 0.20 M/M
17-Aug 21-Aug 2009 0.17 M/M
8-Dec 11-Dec 2009 0.13 M/M

22-Mar 25-Mar 2010 0.13 M/M
28-Jun 2-Jul 2010 0.17 M/M
28-Sep 1-Oct 2010 0.13 M/M
14-Dec 15-Dec 2010 0.07 M/M

Total 1.40 M/M
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大項目 小項目 結　果
カウンターパート（C/P）の任命 以下のとおり、C/Pが任命された。

   Project Director (Rector, UNHAS)
   Project Manager (Dean, FE, UNHAS)
   Head of PIU
   Member of PIU (6 personnel in year 2009)
   Member of PIU (7 personnel in year 2010)
   Heads of Department (6 Departments)

合計で2009年に15名、2010年に16名のC/Pが任命された。

専門家執務環境 ハサヌディン大学が専門家執務室を学長室のある棟に確保した。執務に必要な机、椅子といっ
た事務家具、また空調機も提供されている。

現地費用負担 該当する費用は発生していない。

機材保守管理 機材は担当の教員によって管理されている。保守管理に必要な資金に外部からの資金を充て
ているという事例も聞かれた。

成果1
工学部における教育が実践/
研究を重視した教育になる

実践型工学教育にかかわるカ
リキュラムの基本理念が確立
されているか

ビジョン、ミッション、ゴールが記された、戦略計画(案)（Strategic Plan of Faculty of
Engineering, UNHAS 2011-2020)が作成された。LBE導入についても明記されている。今後、
2011年3月に工学部評議会（Faculty Senate)と大学評議会（University Senate）に提出され、
承認される予定である。

研究(室)中心教育の導入が計
画どおりに実施されているか

2009年3月には、LBEの考え方を紹介するセミナーが開催され、82名の教員が参加した。
LBE導入ガイドライン(案)（Guideline for introduction of LBE）が作成された。これも今後、
2011年3月に工学部評議会（Faculty Senate)と大学評議会（University Senate）に提出され、
承認される予定である。

研究室の活動に参加する教員
が過半数以上いるか

研究室体制が正式に導入されていない現在、評価することは時期尚早である。
パイロットLBE活動として、８つの研究グループから28名の教員が研究活動に参加した。これ
は、全教員の約10％に当たる。

カリキュラムにおける実験・
演習の割合が40％以上あるか

研究室体制が正式に導入されていない現在、評価することは時期尚早である。
新しいカリキュラム案はほぼ準備されている。
カリキュラムにおける実験及び演習の割合を測る方法の定義が明確でなく困難があるが、現在
準備中の新しいカリキュラムには、以前より多くの実験・演習が含まれていることは確認でき
た。戦略計画(案)によれば、2015年までに20％に改善することをめざしている。

学部3、4 年生の全学生が研究
室活動に参加しているか

戦略計画(案)によれば、現在7学期を履修(4年生相当）する約10％の学生が研究活動に参加し
ているとのこと。
また、LBEファンドによる研究活動では、20名以上の学部生の参加が確認された。

研究室内の会議が毎週行われ
ているか

研究室体制はまだ正式には導入されてはいないが、パイロットでLBEの研究活動に参加した教
員らを含む教員が、研究グループとしての活動実施のために必要な協議を行うため、定期ある
いは非定期の会議を開催していることが、聞き取り調査で確認された。

研究外部発表を目的とした
ワークショップが年2 回以上
実施されているか

研究室体制が正式に導入されていない現在、評価することは時期尚早である。

各研究室から毎期活動報告書
が作成されているか

同　上

各学科が1 億ルピア（115 万
円）程度の外部資金を毎年少
なくとも、1つ以上獲得できて
いるか

最新の情報として2009年には、20億ルピア以上の外部資金獲得の報告があるが、学科間に
大きな差異がみられる。またそれらの資金の性格は、必ずしも研究目的の資金ではなく、エン
ジニアリングコンサルタント業務に対する資金も含まれる。
このような点から、外部資金の金額を成果指標とすることは、必ずしも適当とはいえない。

全6学科のカリキュラムが定期
的に見直しされているか

全学的なイニシアティブで、次の学校年度開始に向けてカリキュラムの見直しが進められてい
る。しかしながら、この見直しにおいて東北インドネシアの開発ニーズの反映が明示的に示さ
れてはいない。
戦略計画(案)でも、中期と長期でカリキュラム改善の方針が打ち出されている。

全6学科のシラバスについて改
訂が必要かどうか毎年確認さ
れているか

現在は、シラバスの見直しが毎年行われてはいない。
しかしながら、上述のカリキュラム同様、戦略計画（案）が中長期のシラバス改善の方針を示し
ている。

全教員の教育サイクルに沿っ
た教育が導入されたか

短期専門家により、教育サイクルの考え方が紹介された。
しかしながら、工学部として教育サイクルの統一方針は現在はなく、各学科の各教員レベルで
の活動にとどまっている。

各教科にて作成される講義
ノートが50％以上増加したか

講義ノートや実験指示書を使う教員がいることは確認されたが、そういった教材が常に適切と
いうことではなく、むしろ既存の専門書の方がふさわしい場合もあるのでは、という声も聞かれ
た。
講義ノートなどを教材の一部として含めたかたちのシラバス作成について、2011年3月の短期
専門家派遣にて支援することが検討されている。

実験/実習指示書の毎年の作成
や改訂はされたか

同　上

インドネシア側からの投入

成果3
東北インドネシア地域の持続
的な開発ニーズを踏まえたカ
リキュラムとシラバスに基づ
き、教育が行われる

成果4
工学部において教育サイク
ルを導入し、教授内容や教
材を改善する

成果2
研究活動を通じた教員の教
育研究能力が向上する
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大項目 小項目 結　果
コンソーシアムの設立と参加
機関数

ハサヌディン大学が現時点で既に東北インドネシア地域の中心となる大学であることは、在学
生を含む関係者への聞き取り調査から確認できた。しかし、プロジェクトの下での新しいコン
ソーシアムの設立には至っていない。
また、インドネシア国内大学の既存のコンソーシアムが存在することも確認できた。が、将来の
工学分野研究での連携に重要な役割を果たす学科や専攻プログラムレベルでのネットワーク
構築という観点からは、そのコンソーシアムが適切かどうかについて否定的な見解が聞かれ
た。

コンソーシアムにおける定例
会議が少なくとも年に1回行わ
れているか

コンソーシアムが設立されていない現在、評価することは時期尚早である。

コンソーシアムの年間活動計
画が策定されたか

同　上

工学部の戦略計画が毎年見直
しされているか

現時点においては、戦略計画（案）が作成されたところまで。

学部の戦略計画に基づき、各
学科の中期戦略計画、年間活
動計画が策定されたか

学科レベルでの年間計画と中期計画は作成されていない。
他方で、学科では研究ロードマップ作成を進めている。

工学部の財政計画に沿った各
学科への毎年の予算配分・管
理がされているか

工学部の財務管理は、学部の総務業務部門によって、大きな問題なく管理されていると思われ
る。

工学部を通じてなされた外部
への広報活動の数

広報を担当する部署が2011年1月に設置された。この部署が、広報活動を進めることが計画さ
れている。

訓練を受けたメンテナンス技
術者が各学科に1人以上配置さ
れ、活動を開始したか

保守管理技術者を配置している学科もあるが、そうでない学科もある。例えば、電気と機械学
科では、同じ技術者を共有しているとのことである。また、保守管理を外注している事例も見ら
れる。

学部開発計画に基づき、学
部・各学科の適切な活動が計
画どおり実施されているか

工学部の開発の方向性を示す戦略計画（案）が作成された。
LBE導入ガイドライン（案）が作成され、またパイロットLBE研究活動もプロジェクトから研究助成
金を投入して実施された。８つの研究は、すべて活動を終え、報告書を作成提出している。

プロジェクト終了後の教育研
究能力が改善されているか

中間レビュー時点では、プロジェクト終了後の教育研究能力の改善を評価することは時期尚早
である。

東部インドネシア地域の産業界
が求める人材ニーズに適合する
工学教育を受け、輩出された学
位取得者の数の増加

中間レビュー時点では、プロジェクト終了後の卒業生輩出を評価することは時期尚早である。

東部インドネシア地域の持続的
な開発に資する研究開発の数の
増加

中間レビュー時点では、プロジェクト終了後の地域開発に貢献する研究活動を評価することは
時期尚早である。

東部インドネシア地域の他の大
学との共同研究や人材交流の
数の増加

中間レビュー時点では、プロジェクト終了後の域内大学交流を評価することは時期尚早であ
る。

プロジェクト目標
東北インドネシア地域の持続
的な開発に資する人材を輩
出するために、ハサヌディン
大学工学部の教育・研究体
制の基盤が強化される。

上位目標
ハサヌディン大学工学部が
東部インドネシア地域の拠点
大学の1つとなる。

成果5
東北インドネシア地域の工学
系教育・研究機関のコンソー
シアムが形成され、ハサヌ
ディン大学工学部がコンソー
シアムの中心となる

成果6
工学部の適切な運営に必要
な計画管理能力が向上する
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５．評価グリッド（実施プロセス）

評価グリッド（実施プロセス）

大項目 小項目 結　果
実践/研究を重視した教育方針が作成
され、学部内で承認されたか

戦略計画(案)（Strategic Plan of Faculty of Engineering, UNHAS 2011-2020)が作
成された。LBE導入についても明記されている。今後、2011年3月に工学部評議会
（Faculty Senate)と大学評議会（University Senate）に提出され、承認される予定で
ある。

実践/研究を重視した教育を実施する
人材が確保されたか

本プロジェクトの活動ではないが、円借款プロジェクトの下で奨学金スキームにより教
員の教育研究能力向上のための留学が実施されている。

研究活動と教員配置が研究（室）中
心教育に移行するための計画、ガイ
ドラインが作成されたか

2009年8月に短期専門家の知見を活用して、LBEを紹介するワークショップを開催し
た。
LBE導入ガイドライン（案）が作成され、2011年3月に学内で正式承認の方向で進めて
いる。
およそ3分の１の教員が現在学外で留学中であるため、正規課程の教育活動の負担
が大きいこともあり、LBE導入のための研究室体制をすぐに導入することは困難であ
る。

各学科に研究室が配置されたのち、
活動計画書（研究、ワークショッ
プ、セミナー、予算計画など）が研
究室ごとに作成されたか

工学部として正式な研究室体制はまだないが、パイロットLBE活動が既に実施され
た。この活動では、研究助成金申請のための研究プロポーザルが計画文書として作
成された。

工学部の研究者間で研究室の活動を
相互評価し、意見交換を行うための
ワークショップが実施されたか

LBE研究助成費を提供して実施した研究活動の成果発表ワークショップは、未実施で
ある（今後2011年3月に実施の方向で検討が進められている）。

各研究室で活動報告書が作成された
か

パイロットLBE活動を実施した８つの研究グループすべてが研究活動報告書を作成提
出した。

研究室単位で外部資金が獲得された
か

2009年の記録では、工学部で合計20億ルピア以上の外部資金が23項目で報告され
ている。が、これには研究資金以外にコンサルティングサービスの対価も含まれる。ま
た金額について、学科間に大きな差異が見られる。

各学科内に実践/研究を重視したカリ
キュラムとシラバス改訂のためのタ
スクフォースが設置されたか

6学科すべてで、LBE導入を視野に入れたカリキュラムとシラバスの見直しが進められ
ている。が、これを進めるためのタスクフォースが設置されたかは不明である。

東北インドネシア地域の工学分野に
おけるニーズが把握されたか

民間企業50社を対象とした質問票調査が実施され、26社から回答が得られた。2011
年2月に集計結果がまとめられた。

工学部における教育方針が策定され
たか

戦略計画（案）とLBE導入ガイドライン（案）が作成された。

各学科の現行カリキュラムとシラバ
スがレビューされたか

LBE導入を視野に入れたカリキュラムとシラバス見直しが進められているが、地域社
会開発ニーズの反映が明示的に謳われているものではない。

カリキュラムとシラバスが改訂、試
行、導入されたか

同　上

成果4に関連する活動進捗 教員が教育サイクル(授業や実験の準
備、実施、評価、改善)に沿った教育
がされたか

教育サイクルの概念の紹介が行われた。ここから学んだことを、既に教材作成に活用
している教員もいる。

各教科の特性に沿った講義ノートと
実験/実習指示書が作成・改訂された
か

短期専門家による2010年8月の教育サイクル紹介セミナーで、講義ノートや実験指示
書についての説明がされた。
これを受けて、講義ノートや実験指示書を作成している教員もいる。

作成された講義ノートについて、定
期的に改訂されているか

講義ノートの定期的改訂は行われていない。

作成された実験/実習指示書の効果が
モニタリングされているか

実験指示書は導入されたばかりであり、効果のモニタリングについての情報収集は困
難である。

講義ノートと実験/実習指示書に基づ
き、教材が開発、改訂されたか

講義ノートと実験指示書に基づいた教材開発と改訂は行われていないようである。

東北インドネシア地域の工学系教
育・研究機関のコンソーシアムが設
立されたか

新しいコンソーシアムは設立されていない。

上記コンソーシアムに関する活動計
画が策定されたか

コンソーシアムが設立されておらず、活動計画も策定されていない。

コンソーシアムにおける定例会議が
開催されているか

コンソーシアムが設立されておらず、よって定例会議も開催されていない。
しかしながら、下に記すような他の大学や関係機関との連携を促進する活動が実施さ
れていることも確認できた。
- 1st Makassar International Workshop on Modern Research Methods in
Electrical Engineering (Aug. 2009)
- 2nd Makassar International Conference on Electrical Engineering & Informatics
(Dec. 2010)
- 1st Makassar International Conference on Civil Engineering (Mar. 2010)

成果1に関連する活動進捗

成果5に関連する活動進捗

成果3に関連する活動進捗

成果2に関連する活動進捗
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大項目 小項目 結　果
東北インドネシア地域の工学系教
育・研究機関において、研究・教育
の共通プログラムが実施されている
か

コンソーシアムが設立されておらず、よって研究教育の共通プログラムは実施されて
いない。

工学部が既存の戦略計画(Strategic
Plan，2007-2011)の実施状況をモニ
タリングし、研究(室)中心教育の導
入に基づき、適宜修正されたか

戦略計画（2007-2011）は主に新キャンパス建設のために作成された計画であり、学
部の教育研究活動に係る包括的な計画としては、新しく戦略計画（案）（Strategic
Plan for 2011-2020）が、本プロジェクトの下で作成された。
戦略計画（案）の作成にあたっては、九州大学からの短期専門家による運営組織体制
についての紹介があり、またJICAインドネシア事務所所属のアドバイザーをファシリ
テータとしたワークショップを2009年12月に開催して運営の課題の分析を行った。

各学科が学部の戦略計画に基づき、
年間活動計画、中期戦略計画(3年間)
が策定・修正されたか

研究ロードマップが各学科で作成されている。

工学部が現実的な年度財政計画を策
定し、収入創出活動を促しつつ、適
切な財政配分・管理がされているか

学部の財務管理は、学部の総務業務部門によって大きな問題なく管理されていると思
われる。

学部マネジメントを行う教員への学
部運営管理能力強化を目的とした研
修が実施されているか

JICAインドネシア事務所所属のアドバイザーをファシリテータとしたワークショップを
2009年12月に開催して運営の課題の分析を行った。

工学部の研究・教育の成果に関する
広報活動が東北インドネシア地域へ
行われているか

プロジェクトのニューズレターが定期的に作成配布されている。また学部広報を担当す
る新しい部署が設置され、今後広報活動を展開していく計画である。

各学科の機材のメンテナンス体制が
強化されたか

工学部としての機材保守管理制度はないが、例えば建築学科が作成している研究
ロードマップには、学科としての機材管理体制についての計画の記述がある。

技術移転の方法に問題はない
か

長期専門家によるプロジェクトの調
整業務は適切か

長期専門家とC/Pによる調整は、プロジェクト活動実施にあたり適切に機能している。
しかしながら、活動をより効果的に進めるためには、更に前向きなC/Pの参画が必要
である。

長期専門家の活動は、円滑に行えて
いるか

新学部長の下での管理体制では、協力的なPIUリーダーの参加も得て、プロジェクトの
目的理解も高い。しかしながら、すべての教員の協力を得ることは容易ではないようで
ある。

JICA本部、ジャカルタ事務所、マ
カッサル事務所によるマネジメント
は適切か

JICA本部、JICAインドネシア事務所、JICAマカッサル事務所の役割と担当業務の分
担は、明確かつ適切になされており、必要に応じて適切な連絡調整がなされている。

運営指導調査は、適切に機能してい
るか

特に、元高等教育総局長であったインドネシア人アドバイザーの支援が、プロジェクト
運営にとって効果的であるという情報が得られた。

実施機関やC/Pのプロジェク
トに対する認識は高いか

C/P及び活動関係者の本案件への意
欲、オーナーシップは高いか

新学部長の下での管理体制では、協力的なPIUリーダーの参加も得て、プロジェクト
の目的理解も高い。高いコミットメントを示す教員もいるが、更に幅広い層の教員から
の協力が必要と見受けられる。

適切なカウンターパートは
配置されていたか

各活動の運営に対し、業務に見合う
能力をもったC/Pが配置されているか

中間レビュー調査団が観察した限りでは、C/Pメンバーの配置は適切と思われる。し
かしながら、調査団が面談することができたのはC/Pの一部であり、他のメンバーのプ
ロジェクトに対する見解と姿勢は確認できなかった。

ターゲット・グループや関
係組織のプロジェクトへの
参加度合いやプロジェクト
に対する認識は高いか

学科教員の認識、オーナーシップ、
活動参加は高いか

高いオーナーシップを示す教員がいることは確認できた。前向きな姿勢でプロジェクト
に参加する教員の人数が、プロジェクト終了時までに増加することが期待される。

その他、プロジェクトの実
施過程で生じている問題は
あるか？その原因は何か

多くの教員が留学中であるため、残された教員の通常教育業務の負担が大きくなり、
自身の研究に専念できない。

プロジェクトのマネジメン
ト体制に問題はないか

成果6に関連する活動進捗
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６．評価グリッド（5 項目評価）

項　目 大項目 小項目 結　果
妥当性 インドネシア国社会(特に東

北)の開発ニーズに変化はな
いか

関係者から聞く限りでは、東北インドネシア地域開発ニーズに大きな変化はな
い。

ターゲット・グループの
ニーズに変化はないか

UNHASの中長期開発計画に変
化はないか

国家レベルで進められている大学認証制度施策は、プロジェクトのめざす目的
に合致こそすれ、相反するものではない。
また大学は、Competency-based Education and Student Center Learningを
軸とする教育計画を要請しているが、これもLBEと矛盾するものではない。

インドネシア国開発政策に
変化はないか

高等教育開発計画に変化は
ないか

インドネシア国の産業発展に資するため、政府は工学系人材の養成に重点をお
いており、本プロジェクトとの整合性は高い。

日本の援助政策・JICA国別
事業実施計画に変化はない
か

JICAは当該地域の核となる大学支援を、特に産業開発に資する工学教育で重
要視しており、本プロジェクトとの整合性は高い。

円借款による施設整備、
フェローシップとの相乗効
果は期待どおりか

円借款プロジェクトとの補完関係は計画当時から変化なく、相乗効果による
UNHASへの寄与は高い。しかしながら、円借款プロジェクトの時間的な枠組み
が重要な影響を与えることが予想されるため、妥当性を高めるために進捗を確
認していくことが必要である。
新しく任命された円借款プロジェクトのPIUリーダーは、新学部長のイニシアティ
ブの下、2つのプロジェクトの連携の重要性をよく理解しており、今後の積極的な
活動が期待される。

LBE導入推進は、戦略として
適切か

新たな戦略計画（案）では、Student-centered Educationの重要性も強調してお
り、これはLBE導入に整合性が高い。

ターゲット・グループの選
定は適切か

UNHAS工学部教職員は、技術
移転の対象として適切か

UNHASは今でも東北インドネシアの中心的大学と認識されており、ターゲット選
定は妥当である。さらに、円借款プロジェクトによる新施設設備と教員の能力強
化は、UNHASの地域における位置づけを更に高めることが予想される。

ターゲット・グループ以外
への波及効果はあるか

地域内の産業界、行政機
関、高等教育機関への波及
効果はあるか

現時点で、学外への顕著な波及効果は見られない。

効果の受益や費用の負担が
公平に分配されるか

LBE研究助成金の分配は適切
か

LBE研究助成金の配分について、問題は聞かれなかった。

日本の技術・経験の優位性
はあるか

日本の大学工学部の手法の
移転は、効果的か

UNHASの教員のなかには、以前に日本の大学で学んだ経験をもつ者も少なく
なく、さらに円借款プロジェクトの下でその人数が増加することを考えると、日本
の手法の移転が非常に効果的である。

高等教育及び産業開発政策
の変化はないか

大学認証制度が強化されているが、プロジェクトの目的とする方向性を含む工
学部の戦略計画（案）との整合性は高い。

学内(学部内？）に人事の変
化はないか

新学部長のプロジェクトに対する理解と参加姿勢は高く、とりまく環境としては適
切である。

成果は、プロジェクト目標
を達成するために十分であ
るか？

検討されているPDM修正にお
いて、成果からプロジェク
ト目標への因果関係の論理
的整合性は確保されている
か

中間レビューで提案されたPDM改訂で特に顕著な変更は、成果5の削除であ
る。これは、時期的にコンソーシアム関連の活動を本プロジェクトに含めることに
無理があるという判断に基づいたものである。しかしながら、地域の大学や公的
及び民間セクターと連携した活動への取り組みは、他の成果の下に取り込んで
残しており、論理的整合性は保証されている。

成果からプロジェクト目標
に至るまでの外部条件に変
化はないか？

6学科間でのプロジェクト活動の達成状況に差異が確認された。モデルとなる学
科の活動を他学科と共有することにより、プロジェクトの効果を増進することが
望ましい。

効率性 成果の達成状況 別途資料の「実績」参照

成果を阻害している要因は
あるか

円借款プロジェクトの下の奨学金スキームによる教員の留学のため、残された
教員に通常以上の教育活動の負担がかかっており、これが負の影響を与えて
いることは否めない。しかし、この問題は短期的なものであり、留学中の教員が
復帰しだい解決するものである。

成果を産出するために十分な
活動であるか

全学レベル、また工学部レ
ベルでの制度上、成果を定
着させるための活動は不要
か

学部間の連携は理想的ではあるが、本プロジェクトで活用できるリソースを考慮
すると、調整面等で効率的ではないため、現在の範囲での活動が適切である。

専門家投入のM/M及び専門性
は十分か

最低限の投入量は確保されている。

LBE研究助成金は十分か 十分以上であるという見解も聞かれた。ある教員からは、1件当たりの助成金を
減らし、対象研究数を増やしてほしい、という意見も聞かれた。

C/Pの人数は適切か 施設や教員数などの制限を考慮すると、活動の対象が非常に大きいと考えられ
る。この条件で活動を効率的に進めるには、より活発なC/Pの活動参加が必要
である。

C/Pのプロジェクト開始段階
での能力は適切か

C/Pの能力については十分であるが、活動への参加が不十分である。

効率的なプロジェクト運営
を可能とする便宜供与がさ
れているか

最低限のUNHAS側の便宜供与は、確保されている。

6学科の相違による成果のば
らつきは発生していないか

6学科間の達成状況の差異はみられる。現在はパイロット段階であることを考慮
すると、モデルとなる活動を広く共有することにより活動成果の効率性を向上さ
せることが望ましい。

組織、体制に大きな変化は
ないか

組織の大きな変化はなく、その影響もない。

評価グリッド　（５項目評価）

効果をあげる戦略として適
切か

とりまく環境の変化はない
か

成果を産出するために十分な
投入であったか

有効性

活動から成果に至るまでの外
部条件は、現時点においても
正しいか？ 外部条件による影
響はないか？
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項　目 大項目 小項目 結　果
カリキュラム認可手続きに
問題はないか

学内の承認手続きは、あくまで正式な手続きをとることが必要ということのみで
あり、承認に際して問題になることはないと思われる。

短期専門家派遣時期は適切
か

短期専門家の派遣時期については、各学科ごとに違った希望時期がある。が、
日本の大学の状況も理解しており、あくまで可能であれば、という要望である。

円借款プロジェクトによる
教員留学のタイミングに照
らして、活動の計画は適切
か

教員の留学による短期的な教員不足が負の影響を与えていることは否めない。
活動の詳細計画に際しては、この点を考慮しながら進めなくてはならない。

LBE研究助成金の投入時期は
適切か

LBE研究助成金の利用可能期間が長ければ、より有効に活用できるとの意見も
聞かれた。

インパクト 投入・アウトプットの実
績、活動の状況に照らし合
わせて、上位目標は、プロ
ジェクトの効果として発現
が見込まれるか？（事後の
評価において効果の検証が
できるか）

プロジェクト終了後、東北
インドネシアへの貢献は見
込めるか

中間レビュー時点でプロジェクト終了後の地域への貢献を評価することは、時期
尚早である。

上位目標の達成により相手
国の開発計画へのインパク
トは見込めるか

開発計画に変化はないか UNHASは今現在既に東北インドネシアの中心的大学であり、UNHASの強化が
将来的に当該地域の開発に貢献することは、十分に期待できる。が、現段階で
の評価は、時期尚早である。

上位目標の達成を阻害する
要因はあるか

上位目標達成のためには、地域の公的及び民間組織との連携が必須であり、
それにかかわる阻害要因が発生しないか、留意していくことが求められる。

上位目標とプロジェクト目標の
間の因果関係は適切か

上位目標の設定は適切か 現時点で、上位目標とプロジェクト目標の間に大きな乖離は認められない。

プロジェクト目標から上位
目標にいたるまでの外部条
件は、現時点においても正
しいか

外部条件に変化はない。大学認証制度が本格的に導入されていることは、プロ
ジェクト活動の促進につながることも考えられる。

他の高等教育機関へのイン
パクトは想定されるか

現時点では、他の高等教育機関へのインパクトはみられない。

エンジニアリングに関する
行政機関、産業界へのイン
パクトは想定されるか

現時点では、エンジニアリングセクターへのへのインパクトはみられない。

ジェンダー、民族、社会的
階層の違いにより、異なっ
た影響があるか

社会的に異なる背景が理由となる問題はみられない。

その他マイナスの影響はあ
るか

負のインパクトはみられない。

持続性 政策支援は協力終了後も継
続するか

高等教育政策、科学技術開
発政策の継続性は見込める
か

大学認証制度の本格的な施行は、研究活動の強化と学生の参加を要請してい
るため、LBE導入を促進すると考えられる。

関連規制、法制度は整備さ
れているか？ 整備される予
定か？

UNHAS独行法化に係る新たな
法制度整合性はあるか

独行法化に関連する問題は聞かれなかった。

成果を広く展開するための持
続性はあるか？

将来的にすべての教員がLBE
を実践することは妥当な想定
か？

2011年3月に開催を検討しているワークショップにおいて、短期専門家よりLBE
の重要性について現在日本に留学中のUNHAS教員の理解を高める予定であ
る。

組織能力に関する持続性はあ
るか？

LBEを実施促進する組織能力
は適切か？

戦略計画（案）によれば、2020年に向けてLBEを導入展開していく計画である。
円借款プロジェクトによる留学では、彼らが将来研究グループのリーダーになる
ことができることが期待される。

オーナーシップに係る持続性
はあるか？

教職員のオーナーシップは高
いか？

学部マネジメントとLBE活動にかかわる教員らは高いオーナーシップを示してお
り、これが更に広がることが期待される。

予算確保に係る持続性はある
か？

LBE研究助成金を持続するこ
とは可能か？

工学部は、学部の研究予算に加えて、UNHASからの予算、公的及び民間の外
部資金など、資金獲得の可能性を多くもつことが確認された。よって、プロジェク
トによる研究助成金は将来的に必要ではないことが確認された。

予算配分は、持続的に可能
か？

工学部は現在、大きな問題なく教育研究活動を運営しているとみられるため、今
後予算配分に大きな問題が発生する可能性は低い。しかしながら、円借款プロ
ジェクトによる新施設の機材管理のための予算配分は、今後対応を検討してい
くことが必要と思われる。

LBE導入ガイドラインは適切に
受容されているか？

LBE導入ガイドライン（案）の受容度は、参加型で作成されたプロセスを考慮に
入れると、非常に高いと思われる。

戦略計画は適切に受容されて
いるか？

戦略計画の受容度は、参加型で作成されたプロセスを考慮に入れると、非常に
高いと思われる。

プロジェクトで供与された機材
の管理は適切か？

現在、研究ロードマップが各学科で作成されており、そのなかで学科レベルでの
機材管理体制の計画立案がされることが期待される。

円借款プロジェクトで調達され
る機材の保守管理体制は適切
か？

現時点では、円借款プロジェクトで調達される機材の保守管理体制構築は当該
プロジェクトのPIUの担当業務である。が、実際の保守管理にかかわっていく各
学部は、当該制度構築に取り組むことが求められる。

プロジェクト成果の拡充に係る
持続性はあるか？

学外にプロジェクトの成果を広
げるメカニズムはあるか？

現時点では、学外のネットワークが確立されてはいないが、今後特に東北インド
ネシアの教育機関等との連携を強化してセミナーやワークショップを開催するこ
とが期待される。

他地域への普及に関する持続
性はあるか？

他の高等教育機関への普及
は可能か？

近い将来の施設機材の充実と高い能力をもつ教員や行政機関からの支援を考
慮に入れれば、他の高等教育機関への展開が困難となる要因は特に見当たら
ない。

機材管理に係る持続性はある
か？

計画に沿って活動を行うため
に、過不足ない量・質の投入
がタイミング良く実施された
か？ 実施されているか？

上位目標以外の効果・影響
が想定されるか

技術移転に係る持続性はある
か？
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項　目 大項目 小項目 結　果
社会的な要因に係る持続性は
あるか？

東北インドネシアに貢献する中
心大学として、UNHASが適切
か？

UNHASは現時点で東北インドネシアの中心大学として認識されており、今後の
位置づけが変わる要因は、現時点で見当たらない。

環境問題に係る持続性はある
か？

LBE研究活動において、環境
問題にかかわる要因はある
か？

環境問題の持続性に対する負の影響は想定されない。むしろ研究活動の一環
として、環境問題にかかわるテーマを扱うことは十分にあり得る。

持続性を阻害する要因はある
か？

円借款プロジェクトの奨学金スキームで留学している教員らが、復帰後UNHAS
にとどまることが持続性の確保の必要条件である。彼らがUNHASを離職した場
合、LBEを実践する研究能力が不足する状態になる可能性がある。
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